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令和４年９月５日９月三次市議会定例会を開議した。 

１ 出席議員は次のとおりである（２３名） 

 

２ 欠席議員は次のとおりである（１名） 

３ 地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の職氏名（２５名） 

 

４ 職務のため議場に出席した事務局職員の職氏名（５名） 

 

事 務 局 長  池 本 敏 範        次    長  明 賀 克 博 

議 事 係 長  原   仁 彦        政務調査係長  石 田 和 也 

政務調査主査  脇 坂 由 美 

市    長  福 岡 誠 志        副  市  長  堂 本 昌 二 

副  市  長  堀 川   亮        総 務 部 長  細 美   健 

経営企画部長  宮 脇 有 子        地域振興部長  中 原 みどり 

市 民 部 長  矢 野 美由紀        福祉保健部長  立 花 周 治 

                       市 民 病 院 部 子育て支援部長  松 長 真由美                片 岡 光 子 
                       事 務 部 長 
産業振興部長         中 廣   晋        建 設 部 長  秋 山 和 宏 
併農業委員会事務局長 

水 道 局 長  加 藤 伸 司        危 機 管 理 監  山 田 大 平 

情 報 政 策 監  上 谷 一 巳        教  育  長  迫 田 隆 範 

教 育 次 長  甲 斐 和 彦        君 田 支 所 長  影 山 敬 二 

布 野 支 所 長  才 田 申 士        作 木 支 所 長  曲 田 憲 司 

吉 舎 支 所 長  伊 達 浩 史        三良坂支所長  落 合 裕 子 

三 和 支 所 長  細 美 寿 彦        甲 奴 支 所 長  杉 原 達 也 

監査事務局長         児 玉   隆 
併選挙管理委員会事務局長 

24番 小 田 伸 次 

１番 伊 藤 芳 則    ２番 山 田 真一郎    ３番 増 田 誠 宏 

４番 徳 岡 真 紀    ５番 掛 田 勝 彦    ６番 中 原 秀 樹 

７番 月 橋 寿 文    ８番 重 信 好 範    ９番 山 村 惠美子 

10番 宍 戸   稔    11番 新 田 真 一    12番 藤 岡 一 弘 

13番 横 光 春 市    14番 鈴 木 深由希    15番 黒 木 靖 治 

16番 藤 井 憲一郎    17番 弓 掛   元    18番 保 実   治 

19番 大 森 俊 和    20番 竹 原 孝 剛    21番 齊 木   亨 

22番 杉 原 利 明    23番 新 家 良 和 
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５ 会議に付した事件は次のとおりである 

 

日程番号 議案番号 件                名 

第 １  

一 般 質 問 

 鈴 木 深由希 

 大 森 俊 和 

 新 田 真 一 

 保 実   治 

 重 信 好 範 

 宍 戸   稔 

 中 原 秀 樹 

 黒 木 靖 治 

 弓 掛   元 

 月 橋 寿 文 

 新 家 良 和 

 掛 田 勝 彦 

 徳 岡 真 紀 

 藤 岡 一 弘 
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令和４年９月三次市議会定例会議事日程（第２号） 

 

（令和４年９月５日） 

 

日程番号 議案番号 件                名 

第 １  

一 般 質 問 

 鈴 木 深由希………………………………………………………… 69 

 大 森 俊 和………………………………………………………… 83 

 新 田 真 一………………………………………………………… 95 

 保 実   治…………………………………………………………108 

 重 信 好 範…………………………………………………………123 

 宍 戸   稔（延会） 

 中 原 秀 樹（延会） 

 黒 木 靖 治（延会） 

 弓 掛   元（延会） 

 月 橋 寿 文（延会） 

 新 家 良 和（延会） 

 掛 田 勝 彦（延会） 

 徳 岡 真 紀（延会） 

 藤 岡 一 弘（延会） 
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          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

            ――開議 午前 ９時３０分―― 

○議長（山村惠美子君） 皆さん、おはようございます。 

 傍聴者の皆様及び視聴者の皆様には、お越し、または御視聴いただきまして、誠にありがと

うございます。 

 本日から３日間、一般質問を14人の議員が行います。この一般質問を行う３日間については、

議事の関係上、会議の開始を９時30分といたします。 

 また、今定例会も、新型コロナウイルス感染予防対策として、マスクの着用、マスク着用で

の発言といたします。発言等が聞き取りにくい場面もあるかと思われますが、どうか御理解い

ただきますようお願いいたします。 

 ただいまの出席議員数は23人であります。 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日の会議録署名者として、伊藤議員及び山田議員を指名いたします。 

 この際、御報告いたします。本日の会議の欠席者として、小田議員から一身上の都合により

欠席する旨、届出がありました。 

 次に、本日の一般質問に当たり、新田議員、保実議員から資料を画面表示したい旨、事前に

申出がありましたので、これを許可しております。なお、資料の内容については、事前にタブ

レットにデータを掲載、傍聴の方には紙資料でお示ししています。以上で報告を終わります。 

 また、暑いと思われる方は上着を適宜お取りください。 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

日程第１ 一般質問 

○議長（山村惠美子君） 日程第１、これより一般質問を行います。 

 順次質問を許します。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） 皆さん、おはようございます。真正会の鈴木深由希です。お許しを頂

きましたので、通告に従いまして一般質問をさせていただきます。 

 いまだにウクライナでは殺人鬼により罪のない大切な命が日々奪われ、放射能の恐怖も加わ

ってきています。未知のコロナウイルスとの闘いが始まった３年前より、コロナウイルスの変

異で第６波、第７波と感染者数が増加して、当然、死者数も増えています。お亡くなりになっ

ている人が多いことに心が痛みます。コロナ感染者治療による医療現場の逼迫で、コロナ感染

以外の疾病、事故等、本来なら助かったはずの命が奪われている現実があることにも目を背け

てはならないと思います。当たり前の日常を取り戻すためには、大切な人を守るために一人一

人が何をすべきか真剣に考えて行動し、コロナ感染予防対策について気を引き締めなくてはな

らないと、最前線で命と向き合い、体を張って闘っておられる医療従事者の方のお話を伺って、
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身が引き締まる思いがしました。このたびの大項目３点、６月定例会に続いたもの、同じく、

命の大切さを根底に、市民に密着した暮らしについて、市民の意見も織り交ぜて提案いたしま

す。 

 大項目１、住民自治組織と自主防災組織について質問いたします。 

 初めに、中項目（１）行政の考え方について。６月定例会の後、市民から届きました質問２

点をお尋ねしたいと思います。 

 まず初めに、確認させていただきたい。住民自治組織とは何を指していて、自治連合会のこ

とを総称しているのでしょうか。地域には、自主防災組織、社会福祉協議会、民生委員、主任

児童委員など、その他もろもろの組織がありますが、全て住民自治組織に含まれるものなのか、

それぞれ独立しているのでしょうか。関係性を教えてください。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原地域振興部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 地域においては、様々な主体がまちづくりの主体を担っている

と考えます。主体は、市民一人一人も主体でありますし、各19の住民自治組織もまちづくりの

主体でありますし、それぞれの地域にあります自主防災組織も、それぞれ住民自治組織とは別

の組織としてまちづくりを担っている、そういった組織であるというふうに認識をしておりま

す。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） 住民自治組織について、同僚議員の質問の６月定例会の御答弁で、「市

として」「部として」と使い分けてありました。「市としても協働のまちづくりを推進してお

り、まちづくりサポートセンターとしての訪問等によるニーズの把握や活動に対する助言、ま

た集落支援員制度の活用など、様々な支援を行っている」。「地域振興部として日常的に住民

自治組織へ訪問しているが、その際、各部局からの依頼も増え、事務量が増えているとか、市

役所の下請になっているという声を実際に聞くこともある。市として、下請と考えたことはな

い」。この御答弁、使い分けの意味を市民の方が質問されました。事務分掌規程、業務分担を

定めておられるのかとの質問です。お伺いいたします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） ６月議会定例会における小田議員の各住民自治組織と地域振興

部の関係についてという質問の際に、地域振興部について質問をされた内容については「地域

振興部として」と回答したものです。また、その他の質問に対して、市の方針、また全庁的な

考え方を述べる場合は「市として」という形で答弁をさせていただいたものです。 
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 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） 行政主体、市として、また、補助機関として部局がある、代理を務め

ているという使い分けと解釈させていただきます。ただ、責任の所在が曖昧でないかという指

摘も頂いております。 

 続いて、もう一点の質問です。「住民自治組織は市民から最も身近な組織であり、住みよい

地域づくりを推進する上で重要な役割を担っていると考えている」との御答弁で、住みよい地

域づくりを推進するという点について根拠規定はありますか、行政と住民が共有できているの

でしょうかとの問いがありました。お伺いいたします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 住みよい地域づくりを推進する根拠規定についてですが、住民

自治組織は、地域住民等で構成をされている任意の団体であり、まちづくりの主体として、地

域自治活動を担う団体であるというふうに考えております。地域住民自ら考え、地域内合意を

得て策定をされた地域まちづくりビジョンの実現に向け、地域住民一人一人の幸せをめざし、

主体的な活動を行うことが住民自治組織の役割であると認識をしております。住民自治組織は

任意の団体であり、条例等でその設立や役割等について明確に定めたものはありません。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） 住民自治組織は任意団体の組織であるということで、市民の暮らしに

近い組織が行政ではなく住民自治組織と捉えていいのかと思いますけど、市民が実感できてい

ない感じもあります。市民がそれを実感できるためには、地域の住民の主体的な活動等に委ね

られているところがありますが、市民がそれを実感できるためには何をどうすべきか、視点を

変えて在り方を見直していただく。任意団体とはいえ、行政のほうからの支援もございます。

そういったところへの助言、指導等、行政の役割もあるのではないかと考えます。市民と行政

の意識のずれ、行政主体、補助機関の責任が曖昧であること、市民の参加をそこら辺りが遠ざ

けているような要因が見えてきます。いま一度御所見をお伺いいたします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 本市では、まち・ゆめ基本条例を基本にしたまちづくりを行っ

ており、市民や住民自治組織がまちづくりの主体であるというふうに考えております。各住民

自治組織においては、それぞれ地域のまちづくりビジョンに沿ったまちづくりが進められてお
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り、市としては、地域の課題を解決するために取り組んでおられる住民自治組織などが自ら主

体的な活動ができるように人的・財政的な支援を行っていく、そういった役割があるというふ

うに考えております。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） 同僚議員、また、私に寄せられました御意見、自治組織に関わった経

験者、現在進行形の方たちが自治連合会の在り方に様々な疑問を持って、壁にぶち当たってお

られます。これまでの御答弁は、内容が繰り返されておりまして、市民は行政の横の連携が取

れていないのではないかと感じています。なかなかその体制を考え直したり、変化が見えてい

ないということで、市民参加のまちづくり、住民自治組織主体のまちづくりが、目標を持って

どう取り組んでいけるものか、持続可能な取組というものを両方で、双方で考えてみたいと思

います。 

 中項目（２）のまちづくりサポートセンターの果たす役割について質問いたします。 

 住民自治組織を協働のまちづくり、住みよいまちづくりを推進する上で重要な役割を担って

いると市として考えていて、まちづくりサポートセンターが常に住民自治組織と対話をしなが

ら課題解決に向けた取組を共に行っているとの６月定例会の御答弁でした。まさに今おっしゃ

っていただいたことと同じことです。幾つかの自治連に聞き取りをいたしました。これまでも

地域振興部に住民の声を届けた際に聞かせてもらったことをそのまま住民に返したり、このた

び関係者からの聞き取りをして、様々な疑問を頂戴してまいりました。住民自治組織というと

皆さんがぴんと来られないので、自治連とここからは呼ばせてください。 

 日常的な訪問でニーズの把握、活動に対する助言をされている、サポートセンターのほうの

職員がされているということでしたが、三次市としてのサポートか、それとも地域振興部とし

てのサポートか。あくまでも地域振興部としてのサポートと捉えたとして、具体的に御訪問に

よりどのようなことをされているのか、お聞かせください。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 市では、住民自治組織が自ら課題解決に向けて活動ができるよ

うに、日常的に住民自治組織を訪れながら活動の支援を行っています。訪問では、主に住民自

治組織が抱える課題やニーズの把握を行っています。対話の中で、活動に対する助言や提言を

行うとともに、住民自治組織が抱える課題も多岐にわたるため、必要に応じて関係機関へのつ

なぎも行っております。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 
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○１４番（鈴木深由希君） 対話をしながらと述べられていますが、対話から生まれた効果として、

目的は果たされたのか、助言等で課題が解決できたのか、また、様々な手段は整っているのか。

どのような例がありますでしょうか。成功例、成果をお聞かせいただきたいと思います。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 対話の中で生まれた取組については様々ありますが、近年の主

なものとしては、集落支援員制度の導入や地域の未来づくりアドバイス事業などがあります。

集落支援員は、住民自治組織の要望により配置されており、各地域において、集う場づくりや

定住支援につながっています。また、地域の未来づくりアドバイス事業では、地域の人口動態

を把握して地域づくりにつなげたいという要望により始まった事業であり、現状把握、分析に

よる地域の状況を見える化することで、今後の地域づくりにつながっています。 

 今後も、住民自治組織と対話しながら、課題解決に向けた取組を住民自治組織と共に行って

いきたいと考えています。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） あくまでも住民主体で地域づくりをということでありますが、下請意

識が消えていないのも事実であります。自発的なやる気を引き出せないのは適切であると言わ

れております。ただいまの人的、集落支援員等の派遣、また財政的な支援が要因になっている

との声もありますが、いかがお考えでしょうか。市としての認識をお伺いいたします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 市としましては、まちづくりサポートセンターや集落支援員な

どの人的支援や、交付金などの財政的支援は、住民の自発的な活動を促進するための１つの手

段であり、やる気をそぎ、下請意識につながっているとは考えていません。 

 平成30年度から本市のまちづくりに関わっていただいている一般社団法人持続可能な地域社

会総合研究所からは、三次市は各地区にコミュニティーの拠点が整備をされ、複数の常駐スタ

ッフが配置されており、各住民自治組織を中心に、各分野の組織や団体が連携して活動を展開

している。そして、市からの人的・財政的支援があり、地区同士の交流も始まっていることが

三次市のまちづくりの成果であり、三次市のまちづくりの取組が全国的にも高い水準にあると

報告をされています。こうした住民自治組織に対する手厚い人的・財政的支援により主体的な

まちづくりが行われているということは下請には当たらないというふうに考えています。 

 また、他の自治体からも、本市の住民自治組織を中心としたまちづくりに対し、先進例とし

て問合せや視察の申込みを頂くなど、評価をしていただいているところです。引き続き、これ
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までの成果を生かし、協働のまちづくりに取り組んでいきたいと考えております。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） 非の打ちどころのない御答弁であります。表し切れていない現実もあ

ると思います。様々なコミュニティーを訪問いたしまして、本当に明るく生き生きと、地域の

ために活動してくださっていました。また、地域の方が訪問されて、訪ねてこられたりして、

一緒にお茶を酌み交わしたり、地域の方のよりどころとなっている。研究センターのほうから

全国的に高い水準であるという評価を頂いているということは確かに事実だと思います。しか

しながら、表と裏という言い方をしたら大変申し訳ないんですけど、やはりその中でも心の葛

藤をお持ちです。そこら辺りのずれというか、もう少し埋め合わせができたらいいなと思うん

です。市民に対して、行政が考えている意識、取組、すごく頑張ってくださっている職員の頑

張り、見えていなかったり、伝わっていない部分をどうやったら払拭できるのかなと。もう少

しお互い謙虚に現実と向き合ってみたいものだと感じました。 

 中項目（３）のまちづくりと「自助・共助」について質問いたします。 

 自治連と自主防災会は、多くの地域で組織的に重複、合体しているため、構成員が同じであ

るようです。それにもかかわらず、三次市行政組織規則では、地域振興部と危機管理監が所管

するという２次元的な体制となっています。行政主体の組織機構としてこのような体制を取ら

ざるを得ないのかもしれませんが、市民としては理解し難いところであります。地域振興部、

まちづくりサポートセンターが自治連と対話し、助言しているとのことでありますが、いつ起

こるか分からない災害で、命を守る自助・共助が確かに機能するための準備は整っていますで

しょうか、お伺いいたします。 

 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） 自主防災組織は、災害時における被害の防止または軽減を図るため、

隣保協同の精神に基づいて、住民自治組織を単位にその住民を構成員として結成されておりま

す。 

 自主防災組織では、ふだんから地域の危険な状況あるいは避難の準備、そういったことをし

ていただいております。また、防災知識の普及啓発、そういったものも行っていただいており

ます。また、災害時には、地域住民への避難の呼びかけでありますとか避難誘導、避難所の運

営支援、必要に応じた補助避難所、地域避難所の設置、運営協力など行っていただくこととな

っております。これらの活動を行う自主防災組織に対する育成指導につきましては、災害対策

基本法の規定に基づきまして市が行うこととなっておりますので、そのようにしておるところ

でございます。 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監、二元的な体制がどうなのかという質問に対して。 
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 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） まずは、災害対策基本法の規定に基づきまして自主防災組織が設立

されておりますので、防災に関する業務、災害対策基本法を所管しておる危機管理監がまず自

主防災組織の指導・助言等を行うのが適切であるというふうに考えております。 

 しかしながら、住民自治組織と自主防災組織は同一の地域を設立単位としております。おっ

しゃるとおり、共通する関係者も非常に多いことがございます。地域振興部と危機管理監との

間では日頃から情報共有をしております。また、連携を取って業務を行っておるところでござ

います。 

 また、一方で、災害発生のおそれが切迫している、あるいは災害が発生した場合には、市長

を本部長とする災害対策本部を設置し、全庁横断的な対策を取ってまいります。そういった際

には、自主防災組織に円滑な災害の活動を行っていただけるよう、災害対策本部におきまして

部署間の連携・調整をしっかりと行ってまいります。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） 組織横断的な体制整備というものは整っていると理解しています。し

かしながら、御承知いただいているように、自治連によっては、自主防災組織と１つになって

いるところがあります。そういったところへの通知とかがうまく分散できなかったり、正しく

伝わっていないという声も聞きました。市民から、横の連携が取れていないという不安の御指

摘なんです。行政の連携をもっと見える形で発信していただきたいと考えます。 

 昨年来、準備を重ねてきた避難行動要支援者名簿が地域に配られ、地域によっては既に具体

的な支援計画を検討されているところもあります。まちづくりトークでも質問がありましたが、

避難行動要支援者名簿がどういうものか、条例の趣旨、作成の経緯、名簿の活用などについて、

市民に正しく伝わっているのでしょうか、お伺いいたします。 

 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） 近年の大規模災害で、高齢者や障害者など、災害時における迅速な

避難が難しい方が多く犠牲になっておられるということがございます。平成25年に災害対策基

本法が改正されまして、市町村長に災害時の迅速な避難のため特に支援を要する避難行動要支

援者の名簿作成が義務づけられたところでございます。避難行動要支援者といいますのは、高

齢者、障害者、乳幼児、その他の特に配慮を要する方のうち、災害が発生し、または災害が発

生するおそれがある場合、自ら避難することが困難で、その円滑かつ迅速な避難の確保を図る

ために特に支援の必要な方をいいます。この避難行動要支援者の名簿でございますが、本人の
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同意があれば、平時から自主防災組織や福祉事業所等の避難支援等関係者、避難を支援してい

ただく方に必要な情報として提供できるものでございます。 

 市では、令和３年４月１日に三次市避難行動要支援者名簿に関する条例を施行しております。

その中で、名簿情報の提供につきましては、それを拒否する意思を表示した方以外については

名簿情報を支援者に提供できるということを定めております。できるだけ多くの要支援者につ

いて避難支援等関係者に名簿情報を提供できるようにし、今年３月には、自主防災組織へ名簿

情報を既に提供したところでございます。これらの取組につきましては、昨年12月、今年１月

の市の広報や市のホームページで周知を図るとともに、対象者に対しまして、名簿情報の提供

に係る委託費の確認と併せ、制度概要や取組内容を通知させていただいておるところです。 

 今後は、避難行動要支援者一人一人が個別避難計画を作成することとなりますけども、この

取組を進めるに当たりまして、引き続き市広報や市ホームページによる周知啓発を図るととも

に、要支援者御本人や実際に避難の支援に携わっていただく方にも丁寧な説明を行って、実効

性のある個別避難計画づくりに取り組んでまいりたいと考えております。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） 名簿の扱いなんですけど、この19の住民自治組織のうち、自治連と自

主防災会が１つになっているところの例なんですけど、自主防災会へ下ろしたという危機管理

監の道筋はもちろんそうなんですけど、地域によっては、自治会へ下りてきたよ、どうしよう

かというようなところもあります。それは、防災意識がそこまでまだしっかりと整っていない

地域によっては戸惑いも隠せられていないところがあります。 

 そこで、大切な命を守るためには、この名簿を本当にしっかり生かさないといけないんです。

また、自分の情報が外へ無造作に漏れるんじゃないかという不安をやっぱり訴える方もありま

した。防災士さんとか有識者さん、防災委員とかいう言い方で有識者を任命されている組織も

ありますけど、消防の経験者であったりとか、そういった方に適切な計画作成の指導を依頼し

てはどうかと思いますけど、いかがお考えでしょうか。 

 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） 市は、令和２年11月に、避難行動要支援者の避難支援に係る福祉関

係者、自主防災組織、消防や警察などの機関で構成します三次市避難行動要支援者等連絡調整

会議を設置し、支援体制の整備や関係機関の連携を推進しております。個別避難計画の作成は、

この調整会議においてしっかりと協議し、自主防災組織だけに任せることなく、対象者となる

方々の状況や地域の実情をよく把握されている福祉関係者、消防や警察などの御協力や指導を

頂きながら進めたいと考えております。また、今後、個別避難計画の作成を進めていく中で、

防災士会でございますとか、そういった協力を得る必要があるといった意見がございましたら、
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協力の要請を検討してまいります。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） 福祉関係者等調整会議でしっかりと計画をどう進めていくかを練られ

たと言いますが、それが、市民、地域住民のところまで下りてきていないのが現実なんです。

ぜひとも、今、防災士会とか、そういったところにも協力要請を考えてくださるということで

したけど、いま一度、地域住民が本当の意味で計画がスムーズに立てられる、正しい計画が立

てられるよう、ぜひぜひ考えてみてください。お願いいたします。 

 自助・共助といいますが、自助は、日頃からリスク管理、初期の最優先すべき避難行動の大

切さを繰り返し、出前講座、防災士会による研修の機会を設け、一人一人の防災意識を高めて

いく。次に、共助、つながりの大切さ、誰一人として孤立させない、助け合いの仕組みを確立

するための訓練が必要と思います。代表者役員、一部の人だけが参加して、避難所での段ボー

ルベッドや間仕切り等の設置訓練も大切ですが、その前に、避難行動要支援者名簿も使い、情

報伝達のＯＪＴや、避難所までの経路が複数寸断される設定をしながら、初期の避難が可能か

など、実効的、現実的な訓練を繰り返し行うことがいざというとき命を守るために必要と考え

ます。御所見をお伺いいたします。 

 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） 市では、市民の皆様が、災害の恐ろしさや、自宅周辺や地域にどの

ような災害のおそれがあるかを知っていただくよう啓発を続けておりますけども、その結果と

して、地域全体で避難訓練に取り組んでいただけるようになることが重要であると考えており

ます。各自主防災組織では、避難指示の発令を想定し、指定避難所まで実際に避難を行う実働

訓練や、新型コロナウイルス感染症感染防止対策を講じた避難所の開設運営訓練を実施されて

いるところでございます。こうした取組を続けていただく中で、どのタイミングで避難を開始

し、どの経路で避難するのか、あるいは夜間に避難する場合はどうするのかといった、実際の

災害や地域の状況を想定した訓練が大事になってくるものと考えております。 

 市といたしましては、自主防災組織が訓練を企画する際には、それが実効的、現実的な訓練

となるよう、地域の防災士等とも連携して、適切なアドバイスや協力を行いたいと考えており

ます。また、今後作成を進める避難行動要支援者一人一人の個別避難計画につきましても、そ

れが実効性を持った計画となるよう、支援者となる方々や自主防災組織の意見をしっかり聞い

た上で、訓練に盛り込むことを提案してまいりたいと考えております。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 
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○１４番（鈴木深由希君） 今、要支援者名簿による支援の計画等に力を入れておりますが、その

名簿に載っていない、独り暮らしである高齢者であったり、そういった、支援が本来なら必要

であろう、ただ、名簿に手を挙げていない方等もいらっしゃいます。そういったところが取り

残されないように、しっかりと自主防災会と行政と連携を取り、また、福祉関係者等の支援も

ぜひぜひお願いしてください。そういった役割分担というものがもう少し明確になったらいい

なと思います。回らせていただいた自治連の中には、もう既に最初から自主防災会と自治連合

会を分けていらっしゃって、全く構成員も別にして、そこへ社協とか民生委員さんとかＪＡの

女性部さんまで加わっていらっしゃる組織もありました。これは炊き出しを考えてのことだそ

うですけど、そういった先進的な活動をしていらっしゃるところもありますので、ぜひそうい

った活動をしっかり披露して、皆さんがこぼれることのないようにお願いしたいと思います。 

 川地連合自治会、私の住んでいるところですけど、組織構成員が重複している地域です。連

合自治会と自主防災会を新会長が、地域住民の命を守るためには組織として分け、自主防災会

の活動を活性化し、実行力を持った組織にする目的で、川地防災士会に組織改革、活動計画を

諮問されました。川地防災士会では、組織構成、自治会単位の名簿作成、これは要支援者名簿

とは別です。地区住民全員の名簿作成です。初期情報伝達訓練、全体危険箇所点検、避難訓練

等の案を取りまとめ、会長へ提出いたしました。これがこれからどのように活用されていくの

か、しっかりと見守っていきたいと思います。 

 大項目２に移ります。社会全体で進める誰もが住みやすい環境整備について質問いたします。 

 中項目（１）障害者総合支援法、障害者差別解消法、障害者情報アクセシビリティ・コミュ

ニケーション施策推進法等々、障害者支援関連法律の施行以降、障壁を取り除く市の取組につ

いて質問いたします。 

 障害者支援関連法律の施行以降、市としての取組が６月定例会で御答弁がありました。しか

し、市民にはなかなか浸透していないようで、当事者から、理解が進んでいるとは思えないと

の声を聞きます。三次市ユニバーサルデザイン推進委員会では、市の組織関係者のみで構成さ

れていました。これまでも幾度となく、市の福祉施策に当事者、専門家の参加が必要であると

提案してまいりました。このたび、障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策を

推進していくに当たり、具体的に確かな施策として取り組むには、当事者が構成員となる委員

会の設置を提案いたします。いかがでしょうか、御所見をお伺いいたします。 

 （福祉保健部長 立花周治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 立花福祉保健部長。 

            〔福祉保健部長 立花周治君 登壇〕 

○福祉保健部長（立花周治君） 障害者総合支援法や障害者差別解消法、また、先般施行された障

害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法に基づいた施策の推進は、誰もが

住みやすい市としていくための取組として重要であると認識しております。今年度６月議会で

も答弁をさせていただきましたが、合理的配慮等の認知度は３割程度でございます。市が行う

施策や取組については、市民に十分な周知や啓発を行うことが大切であると考えております。 
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 現在、市が取り組む障害者施策については、三次市障害者福祉計画により進めております。

計画策定の際に設置する策定委員会に当事者団体の代表に参画いただき、御意見を伺っている

ところでございます。また、同様に、障害福祉に関する課題やニーズに対応するため設置して

いる障害者支援協議会や、具体的な活動の推進を図る障害者支援ネットワーク連絡会議には、

障害者団体の方や関係事業所の方に委員や部会員として参画を頂いております。 

 議員から御質問のございました委員会につきましては、新たな設置の検討はしておりません

が、先ほど申し上げた会議等を通じて、当事者の御意見を丁寧に伺うように考えております。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） 各委員会等に当事者が参画していらっしゃるということでしたが、ま

だまだ隅々まで声が聞けていないところもあるのではないかと思います。このたびの法令は義

務であります。これを機に、協議のプロセス、また、視点を変えて、実現のために、もう少し

幅広く当事者の声を聞く機会、委員会とまでは言いませんが、聞く機会を、対話の機会を増や

していただけたらなと思います。市としてのお考えを福岡市長に改めてお伺いいたします。 

 （市長 福岡誠志君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 福岡市長。 

            〔市長 福岡誠志君 登壇〕 

○市長（福岡誠志君） 多種多様な障害福祉に関する課題やニーズに対応していくためには、先ほ

ど御指摘を頂いた、障害者の皆さんの御意見を伺うことというのは大変重要であるというふう

に私も感じています。御提案の障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法

を具体的に取り組むための委員会については、新たな設置というのは現在のところ考えており

ませんけれども、現在設置している障害者支援協議会や三次市障害者計画の策定委員会に当事

者団体の代表の方に委員として参画を頂いておりまして、その御意見を施策に反映していきた

いというふうに考えております。 

 先ほど、各部会の取組とか様々なことが、部長からの答弁にもありましたように、そういっ

たところの声をしっかりとお聞きしながら施策に反映する、あるいは、計画策定の際などに実

施するパブリックコメントや様々な機会を活用しながら、しっかりと当事者の皆さんの意見も

伺っていきたいというふうに考えております。障害の合理的配慮や差別解消、そして日常生活

の中で課題となっている事項を改善していくために、当事者の思いを共有する機会を設けなが

ら、障害に対する理解や課題解決に向けた取組を広げていきたいというふうに考えております。

当事者についての意見集約というのも大切でありますけれども、やっぱりそれ以上に、地域社

会がそれらをどうやって受け止めるか、理解をするかというところも非常に重要なところであ

りますので、そういった面につきましてもしっかりと取組を進めていきたいというふうに考え

ています。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 
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○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） 市長が今言ってくださいました地域社会の受け止め、ここの部分が大

変重要だと思います。まちづくりについても一緒だと思います。ぜひ、協働のまちづくり、こ

こもしっかりと力を入れていただきたいと思います。私が先ほど末端の声を聞いてほしいと。

Ｉターン者であったり若者であったり、精力的に市長は声を聞いていらっしゃいます。対話を

重ねていらっしゃいます。ぜひともそういった機会を設けていただきたいと思います。 

 災害時に障害者が犠牲になることが多く、情報が伝わっていなかった、伝わるのが遅かった

ことが原因と言われています。市はＩＣＴの活用で様々な情報発信をしていますが、災害時に

遅滞なく障害者に確実に情報が伝わるよう、具体的な活用方法を確立していくべきと考えます。

どのようなＩＣＴの活用を今検討されていますでしょうか。具体的なものがあればお教えくだ

さい。 

 （危機管理監 山田大平君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 山田危機管理監。 

            〔危機管理監 山田大平君 登壇〕 

○危機管理監（山田大平君） 市では、災害時に市民の皆様が迅速に避難できるよう、多種多様な

手段によって情報等を伝達することとしております。例えば視覚障害のある方には、音声告知

放送や音声読み上げ機能のあるスマホアプリによる伝達、聴覚障害のある方には、防災メール、

ＳＮＳなどで文字による伝達を行うなどしております。また、災害情報共有システム（Ｌアラ

ート）を通じて、テレビや防災アプリ等の多様なメディアによる迅速かつ効率的な情報提供が

できるようにしております。さらに、住民に対して気象警報や避難情報が確実に伝わるよう、

伝達手段の多様化、多重化を進めております。 

 現在、ＤＸを活用した音声による新たな情報ツールといたしまして、スマートスピーカーの

事業を進めているところでございます。引き続き、情報の入手方法につきましては、市広報紙

やホームページにより定期的に周知啓発を行うとともに、併せて、自主防災組織や障害者支援

団体の皆様の御協力を頂き、障害者の逃げ遅れがないよう、避難行動要支援者の避難計画の策

定を進めてまいります。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） 様々なツールが今どんどん用意されています。先日ちょっと見かけた

ニュースで、緑と赤の見分けがつきにくい方向けのハザードマップや地震速報の地図上の色分

けですね。赤、緑の色を微妙にそうした見えにくい方に識別できるまでの範囲を研究され、色

をつけている「ＮＥＲＶ（ネルフ）」という災害アプリが紹介されていました。こうした細か

いアプリを選ぶにしても、一応、規定にあるものだけでなくて、いろいろと探ってみてくださ

い。そして、それをぜひ市民の皆さんに紹介してください。よろしくお願いいたします。 
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 現在、市が発信している情報に字幕がついているものは市長定例記者会見がありますが、ほ

かにもついているものがありますでしょうか、お伺いいたします。 

 （経営企画部長 宮脇有子君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 宮脇経営企画部長。 

            〔経営企画部長 宮脇有子君 登壇〕 

○経営企画部長（宮脇有子君） 市では、動画を活用した定期的な情報発信として、市長の定例記

者会見をホームページで発信しているほか、株式会社三次ケーブルビジョンに委託して、広報

番組「市役所ほっとニュース」を制作し、毎週放送しております。先ほど御指摘ありましたよ

うに、定例記者会見につきましては字幕をつけておりますが、「市役所ほっとニュース」は、

三次ケーブルビジョンの制作スケジュールや設備機器の関係から、放送内容全てに字幕をつけ

ることが困難な状況にあり、内容の概要をテロップで表示するよう努めているところでござい

ます。 

 今後、「市役所ほっとニュース」におきましても、導入可能な部分から字幕を設定するよう

三次ケーブルビジョンに要請してまいりたいと考えております。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） アクセシビリティの考え方としては、できる限り字幕がついていくこ

と、市からの発信について、どんどん字幕設定の普及促進をお願いしたいと思います。障害者

手帳をお持ちでない方であっても、高齢者にとって字幕はありがたいと聞いております。年齢

を重ねるに従って、音は聞こえても、音がゆがんで、はっきり何を言っているのか分からない

という、聞こえにくくなる方もいらっしゃいます。そういう方には特に字幕は必要かなと思い

ますので、どんどん進めてください。よろしくお願いいたします。 

 最後の大項目３、新病院の診療科目の検討についてお伺いいたします。 

 基幹病院として、専門的診断・治療を要する診療科を追加し、医療提供体制の充実を求めま

す。 

 117ページにわたる詳細なデータを基に、市立三次中央病院新病院基本構想報告書が策定され

て、拝見しました。議会では、市立三次中央病院建替等調査特別委員会を設置し、７月20日に

は、市立三次中央病院建替基本構想について、永澤病院長を始め、市民病院部から説明を受け

て、委員がいろいろ質問させていただいております。会議録では、診療体制の質問は整形につ

いての意見のみでしたので、ここで要望いたします。 

 平成21年に乳腺、ストーマ、リンパ浮腫、緩和ケア、平成25年に緩和ケア内科、平成30年に

リウマチ・膠原病科、血液内科等、各外来が市民の要望に応えて順次開設しています。いずれ

も、より専門的な診断・治療が求められる診療科で、患者様からは大変喜ばれていると聞いて

おります。このたび新病院建設を検討するに当たり、難病で特定疾患認定のパーキンソン病の

診療科となる脳神経内科の新設を望んでおられます。こうした新しい診療科を検討されていま
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すでしょうか、いかがでしょうか。お願いします。 

 （市民病院部事務部長 片岡光子君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 片岡市民病院部事務部長。 

            〔市民病院部事務部長 片岡光子君 登壇〕 

○市民病院部事務部長（片岡光子君） 市立三次中央病院では、脳神経内科は必要な診療科と捉え

ております。脳神経内科の開設に対しまして、数年前から広島大学等へ要望のほうは続けてお

ります。しかしながら、医師数が少ない診療科のため、いまだ開設には至っておりません。引

き続き、地域の中核病院としまして、地域に必要な診療科につきましては、広島大学や広島県

などと開設に向けて協議を行い、地域の皆さんに必要な診療科を、また必要な医療を提供でき

るよう、診療体制の充実を図ってまいります。 

 （14番 鈴木深由希君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 鈴木議員。 

            〔14番 鈴木深由希君 登壇〕 

○１４番（鈴木深由希君） 市内に患者の会もあり、これまでも要望されていると聞いております。

患者の会では、治療法、生活改善など、情報交換して、お互い支え合っておられます。40代、

50代、60代になってから発症される方が多いということで、患者の方は高齢の方が多いです。

ぜひ実現できたら喜ばれると思います。医師の確保が難しいのは重々承知しておりますが、引

き続き働きかけをよろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

 ８月24日、ニュースで、新・経営の神様と言われた京セラ名誉会長の稲盛和夫氏が老衰のた

め90歳でお亡くなりになりました。著名人が語る言葉を集めて名言集と紹介されていますが、

稲盛氏の数ある名言の中で、日常、心に留めている言葉は、「誠実さが、聞き手と話し手を結

びつける」であります。今、命をつなぐ、命を守る様々な課題に直面している私たち。つなが

る、寄り添う、相手を思う、相手を知る、誠実に聞き、話す、を心がけて、多くの方とつなが

っていきたいものです。また、この稲盛氏は、「今日の成果は、過去の努力の結果であり、未

来はこれからの努力で決まる」とも発言されております。私たちの今があるのは、先人の努力

によって今があります。私たちが次につなげる、よりよい未来へつなげる努力を皆さんでやっ

ていきたいと思っております。 

 以上で質問を終わります。御清聴ありがとうございました。 

○議長（山村惠美子君） この際、議場内の換気作業のため休憩いたします。再開は10時40分とし

ます。 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

            ――休憩 午前１０時２７分―― 

            ――再開 午前１０時４０分―― 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（山村惠美子君） 休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 順次質問を許します。 
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 （19番 大森俊和君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 大森議員。 

            〔19番 大森俊和君 登壇〕 

○１９番（大森俊和君） 会派未来の大森俊和であります。議長からお許しを頂いたので、一般質

問をさせていただきたいと思います。 

 本日は、コロナウイルス関係に関して、３点に仕分けをしてお話を伺いたいというふうに思

います。それから、２点目に同和問題の解決に向けて、３点目に獣害対策についてをお伺いし

たいというふうに思います。 

 さて、今、世界的には、先ほどから同僚議員もおっしゃっていましたけど、ウクライナ問題

に象徴されるように、不穏な空気が流れております。また、アメリカや中国との関係、また台

湾への戦闘行為、そういうものも含めて、ありとあらゆるところでいろんな不協和音が起きて

おるところであります。 

 国内に目を向けると、いわゆるモリカケ問題に始まった安倍元総理がお亡くなりになりまし

た。お亡くなりになったということは大変残念なことであり、悲壮なことでございます。こう

いう暴力は絶対許してはならないというふうに思うところであります。ただ、問題なのは、そ

の後、日本の国内における課題、問題というのが山積をしておるということです。本日お伺い

をしたいと思っておりますコロナ関係、そして、またはそれにまつわる様々な現象に対する取

組というものが次から次に出てきておるというふうに思います。また、今、国葬問題や様々な

ところで、自民党支持率も含めて、国の意見が２つに割れておるところであります。そういう

ものも加味しながら、私自身、一層の努力をするという意味で、関連してコロナウイルスから

入っていきたいというふうに思います。よろしくお願いします。 

 それでは、このたびの新型コロナウイルスにつきまして、これが全国的に蔓延する中で、三

次市の対応についてお伺いをしたいというふうに思います。 

 全国的には20万、30万、40万というふうな数字が出ている中で、ついに日本の感染率という

ものは世界１位となっております。各国でコロナが蔓延するといっても、世界的にその感染率

が１位となったというのは、日本が連続してなっております。三次市においても、多いときに

は160名を超える感染者の方が確認をされております。その後、87、78と、上がったり下がった

りの推移をしておりますけども、平均的には四、五十人程度ではないかなというふうに感じて

おるところであります。そのような状況が見られる中で、三次市として、感染状況または取組

にこれから持っていく１つの出発点としても、どのように今の状況を把握されておるのか、お

伺いをしたいと思います。 

 （福祉保健部長 立花周治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 立花福祉保健部長。 

            〔福祉保健部長 立花周治君 登壇〕 

○福祉保健部長（立花周治君） 国において緊急事態宣言やまん延防止等重点措置に基づく行動制

限が実施されていない状況の中で、市民の皆様には、手洗い、マスクの着用、換気の徹底、３
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密を避けるといった基本的感染防止対策をこれまでどおり徹底していただくよう繰り返しお願

いをしているところでございます。また、東京都等、都市部におきましては、医療供給体制の

逼迫を避けるため、抗原検査キットの配布等の取組も行われているようです。抗原検査キット

により陽性になった場合の診療等、フォロー体制と併せての仕組みが必要となってくると思い

ます。 

 広島県におきましては、自宅等で抗原検査キットを用いた自己検査により陽性と判明した方

のうち、重症化リスクの低い軽症または無症状の方についてはオンラインで診断を行うことが

できる陽性者登録センターがこの８月26日に設置をされたところでございます。また、広島県

におきましては、国から緊急配分された抗原検査キットは、県医師会を通じて休日診療や夜間

救急されている医療機関に配分され、三次市内の個別医療機関でも、当面の間、抗原検査キッ

トの在庫については、現時点では、都市部のように医療機関や薬局の抗原検査キットが不足し

ている状況でないことも確認をさせていただいております。 

 本議会の冒頭で市長行政報告にもありましたように、本市といたしまして、いつ、どこで、

誰が感染してもおかしくない状況が続いております。市民の皆様には、改めて会話の際のマス

ク着用、それから手指消毒や手洗いの励行等を呼びかけて、基本的な感染対策等を続けていた

だくようお願い申し上げますとともに、ワクチン接種、こちらのほうにも取り組んでいただき

たいというふうに考えております。 

 （19番 大森俊和君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 大森議員。 

            〔19番 大森俊和君 登壇〕 

○１９番（大森俊和君） 事前のミーティングで、聞き取りで一定の流れをお話しさせていただい

ておるんですが、質問の事項を先取りして、これから聞くことを答えてもらっちゃ困るんです

よ。それはそれでまた別にお伺いする段取りでこっちはいっていますから、段取りが全然狂っ

てくる。それは取るに足らんことですが、私が聞きたいのは、今の実態把握をどうしておるの

かということをお聞きしたいんです。今の三次市における新型コロナの感染がどのように推移

をしておるか、または、もっと後の項目で言いますけども、それによる経済対策はどうである

かとか、病院の受入れ体制がどうであるかとか、そういうことも含めて三次市が把握をしなき

ゃいけないと思うんです。ただ、今あなたに病院のことを聞いたって分からないから、三次市

におけるコロナウイルスの蔓延状況を教えてください。 

 （福祉保健部長 立花周治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 立花部長。 

            〔福祉保健部長 立花周治君 登壇〕 

○福祉保健部長（立花周治君） 議員おっしゃられましたとおり、非常に感染者数の多い日が続い

ております。昨日におきましては67名、それから、三次市でこれまでに感染症としての発生者

数が5,000名に近づこうと、今4,800人ほどであるというふうに認識しております。本市におい

て、幸いなところ、現状のところは、病床使用率を含めて、医療供給体制が逼迫しているとい
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うような状況ではないというふうに認識しておりますが、予断を許さない、何とかして地域感

染者が減るような取組を市民にも呼びかけていきたいというふうに考えております。 

 （19番 大森俊和君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 大森議員。 

            〔19番 大森俊和君 登壇〕 

○１９番（大森俊和君） おかしいですね。現在4,800人というふうに聞きました。それでよろしい

ですかね。三次市民の約１割ですね。１割の方が感染をしたということです。これからどんど

んどんどん増えるかもわからないし、これから落ち着いてくるかもわからないけども、今の状

況としては増える可能性のほうが高いんですよ。それが切迫した状況でないと認識をされるこ

とが危機管理なんですかね。全然危機管理になってないような気がしますが。そこらを例えば

そこら辺のうちの隣のおっちゃんが言うたんなら、「おっちゃん、もうちょっと勉強してくれ

や」と、「１割もおってみんさいや。５人に１人は病気になっとんで」という世間話もできる

でしょう。でも、あなたは危機管理監ですから。 

○議長（山村惠美子君） 福祉保健部長。 

○１９番（大森俊和君） 福祉保健か。福祉保健でもいいですわ。福祉保健がその実態把握をしな

いで、何の取組ができるかということですね。そこらはどういうふうにお捉えいただいていま

すか。 

 （福祉保健部長 立花周治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 立花部長。 

            〔福祉保健部長 立花周治君 登壇〕 

○福祉保健部長（立花周治君） 先ほど申し上げましたとおり、三次市の状況は、議員おっしゃい

ますように、予断を許さない状況であることとして認識をしております。ただ、その中でも、

医療体制のほうを見ますと、まだもう少し余裕がある。都市圏に比べては、幸い逼迫した状況

ではないというふうに認識をしているところでございます。 

 （19番 大森俊和君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 大森議員。 

            〔19番 大森俊和君 登壇〕 

○１９番（大森俊和君） いや、病院のほうで余裕があるから逼迫した状況でないと、そういう見

方そのものが、福祉保健部長として何を考えとるんですか。空きがあるから今の間に体制を整

えようよと、市民の皆さんに危機感を持っていただこうよというのが本来でしょう。病床が３

つ、４つ空いとるけ、まだしゃあないわ。そんな問題じゃないです。そんなことを聞いとるん

じゃないですよ。今、三次市人口の約１割がコロナウイルス感染をしておる、こういう状況に

あるんですよということを見て、あなたは逼迫していないという認識を示されました。それが

三次市の姿勢というか方向性であるというならば、これは大変な問題ですよ。もっと言えば、

逼迫はしとるけども、私たちは何でもないことだと思っていますから何の手だてもしませんよ

ということ、そういうことなんですよ。 
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 先ほど言われました手洗い、マスク、こんなものはもう定着しとるんです。小学校の子供で

さえ、夏の暑い日でもマスクをして通学しておりました。ほんで、学校へ行くとすぐ石けんで

手洗いをします。もう習慣になっとるんです。うちのおばあちゃんでもやっておりますよ。お

ばあちゃんといっても私の妻ですけどもね。それでも外へ出たら手洗いをします。そんなもの

は定着しとるんですよ。私が言うのは、市民の皆さんに危機意識を持ってもらうためにどうい

うふうな手だてをしますか。だから、あなたが言ったＰＣＲ等の検査キットを市民の皆さんに

配って、それは100％出るか出ないかは分かりませんよ。でも、三次市がここまで心配をしとる

んだから私たちも気をつけようという方向へ持っていかにゃいけんじゃないですか。病院が空

いとるんだから大丈夫。三次市自体が、部長さんがそういうて言いよっちゃった。そうなった

ら、あなたの責任はどこにあるんですか。もう一度お答えください。 

 （福祉保健部長 立花周治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 立花部長。 

            〔福祉保健部長 立花周治君 登壇〕 

○福祉保健部長（立花周治君） 決して三次市の今の状況が安心していいよというような状況では

ないというふうには認識しております。何回も繰り返しますが、非常に予断を許さない状況で

あるということは確かに認識をしているところでございます。このことにつきましては、市民

に対しても、市から市長メッセージを発するとか、それから、広報やいろいろなＳＮＳ等の媒

体を通して市民へ呼びかける。発熱等、症状がある方につきましては早めにかかりつけ医の受

診を促すというところに今一生懸命力を入れているところでございます。 

 （19番 大森俊和君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 大森議員。 

            〔19番 大森俊和君 登壇〕 

○１９番（大森俊和君） こればかりに時間を取ってもあれなんですけども、発症したら病院へ行

け、当然のことですよ。そんなもの言われなくたって、熱が出りゃ、しんどいんだから病院へ

行きますよ。私が言っとるのは、三次市行政としてどういう方策を取るのか。さっき聞いたら、

実態把握もできていない、検査キットも配る必要はないということになれば、あとは、先ほど

言われました啓発という名の教宣物ぐらいのものでしょう。それは、手洗い、マスクを励行し

ましょうぐらいですから、何の意味もないじゃないですか。もっと市民の人に訴えかけるよう

な、そういうものがなきゃ駄目でしょう。そうしないと、今のトップである福岡市長の市政に

傷がつくんですよ。いいですか。何もしなかった市長ということになるんですよ。あなたの責

任じゃなくて、市長の責任が問われるんです。もうちょっと心してやるべきだと思いますが、

最後にもう一度お願いします。 

 （福祉保健部長 立花周治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 立花部長。 

            〔福祉保健部長 立花周治君 登壇〕 

○福祉保健部長（立花周治君） 新型コロナ感染症に対する市の取組は、できるだけこの感染が蔓
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延した状態を鎮静化する、そのための様々な取組を行っておるところでございます。議員おっ

しゃいますように、今後につきましてもしっかりとそこら辺を肝に銘じながら進めてまいりた

いと思います。 

 （19番 大森俊和君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 大森議員。 

            〔19番 大森俊和君 登壇〕 

○１９番（大森俊和君） 様々な取組というのを教えてくださいと最初から言いよるんですよ。何

をしたんですかというのを、それを聞いとるんですよ。様々な取組。マスク、手洗い、３密を

避ける、こんなのは市民の人は常識の常識でやっとるんですよ。スーパーへ買物に行くのでも、

少し出るのでも、町内会の集まりでも、全部マスクです。帰ったら手洗い。それが様々な取組

ということになると、まさしく何もやっていない、何もする気がないということになります。

こればっかり議論をしよっても全然らちが明かないので、次に行きたいと思います。まだまだ

これから感染者が増えるとしたならば、まさしく予防の対策を取るべきではないかな、様々な

取組をなすべきではないかなということをお願いして、次に行きたいと思います。 

 それでは、コロナがもたらした様々な現象。三次のまちで言うと、１つにはやはり何といっ

ても経済対策だろうというふうに思います。この経済対策というのは、三次のまちは小さなま

ちですから、こういうような感染症が起きると、それはすぐに飛び火をすることなり、または

風評被害というものも含めて、まちに人が歩かなくなる、出なくなる。また、一方では、三次

は生産性経済ではないわけですから。何ぼかの生産性はありますけどね。工業団地とか。しか

し、三次市民が本当に商いを営んでおる、本当に小さな店をこつこつやっているお店とか、ス

ーパーであるとか、そういうところに客足が遠のいてくる。 

 だから、私がここで１つ聞きたいのは、一番最初に、市長は以前、まだまだ伸び代のあるま

ちなんだと。これから三次のまちの経済発展をやっていこうとしたら、その伸び代を十分に活

用していきたいというふうに聞いております。したがって、その質問に入る前に、そこの伸び

代をお伺いしたいと思います。 

 （市長 福岡誠志君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 福岡市長。 

            〔市長 福岡誠志君 登壇〕 

○市長（福岡誠志君） 新型コロナ感染症によって日本の社会構造が大きく転換期を迎えている中

で、社会的な構造の脆弱性というのがいろいろと出ているところです。経済安保の面あるいは

食料安保の面あるいは医療の面、さらにはデジタル化の面、本当にいろんな面でこれから転換

をしなければいけないというような状況です。その中で、伸び代がある、まだまだ三次には潜

在性があるというところに触れさせていただきたいと思いますけれども、まず１つが、日本の

構造の脆弱性というのが、東京一極集中です。その東京一極集中のリスクが、これからいかに

地方に分散をさせるということが大きな課題であるか。やっぱりこれから地方が元気になって

いくためには、一極集中をいかに是正するかというところではないかというふうに思います。
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そういう意味では、今、地方への移住の関心というのが非常に高まりを見せておりまして、本

市におきましても、例えば空き家バンクの相談件数でありますけれども、令和元年度と３年度

と比較をすると、2.5倍の相談件数になっております。それだけ地方に向けての移住相談である

とか、東京にいなくても、地方にいながら東京の仕事ができるであるとか、時間と場所にとら

われずに仕事ができるといったような環境がそういった相談件数に結びついているものという

ふうに思います。 

 また、このコロナの時代、本当にそれぞれの地域の自然や文化や日常生活といったところが

大きくクローズアップをされています。まさにこれまで光が当たらなかったところがクローズ

アップをされ、それが観光であるとか、あるいはいろんな関係人口の交流に結びついておりま

すけれども、やはりそういったところも三次の潜在力を大いに発揮していく項目かなというふ

うに感じさせていただいております。 

 さらに言うと、コロナによって民間投資というのも心配をされておりましたけれども、民間

投資も、コロナ禍といえども、例えばホテルの工事が駅前に進められていたり、あるいはショ

ッピングセンターがリニューアルを迎えたり、さらには小規模多機能施設の介護施設が工事を

しようとされていたり、そのほかにも、民間投資であるとか設備投資というのが、私の肌感覚

ではありますけれども、コロナ前以上に活発になってきているというふうに思います。それら

が意味をするのは、やっぱり三次市の拠点性、中枢性、高速道路がクロスするといったところ

が大きな潜在力であるというふうに思いますし、やはりそういった三次の可能性というのを今

後もしっかりと伸ばしながら、また、それらを活用しながら、三次の元気づくりにつなげてい

きたいというところでございますので、引き続き三次の資源を活用した取組を進めていきたい

というふうに考えております。 

 （19番 大森俊和君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 大森議員。 

            〔19番 大森俊和君 登壇〕 

○１９番（大森俊和君） 市長の言われるところというのは分かるような気がします。なぜかとい

うと、テレビ等のマスコミを通じても、地方への移住・移転というものが今盛んに放送されて

おります。しかし、三次市へ移転をしてよかったなというものはあまり見ていないですね。高

宮とか高野、庄原辺りは出るんですけど、どういうわけか、三次の鵜飼の紹介はあるけども、

そういうような、今、市長が言われたような、人口発展に向けての地方への移住・移転という

ものはあまり見たことがないですね。だから、それを市長が言われるように、今、国内の流れ

というのがまさしくその方向に動くとするならば、やっぱりその手だてを取らにゃいけんと思

うんですね。 

 そこで、じゃ、三次市に何の魅力があるんですか。そういう若い世代が集まってくる魅力と

いうものをいろいろ考えてみました。ところが、考えれば考えるほど、今までやってきたもの

が頭に浮かぶんですね。三次のきんさい祭り、これはやっぱり若い者の祭りですよ。あれだけ

騒いで踊って、楽しく一夜を過ごそうという、また、お年寄りも若者も集まって親睦を深めよ
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うという、そういう１つの大きなイベントの祭りとしては最高だと思いますね。これもなくな

っておる。三次市の名物と言われますか、遠くは岡山、広島、鳥取、こちらのほうからも様々

な人が来られる三次の花火まつり。これなんかというのは、思いのほかにその名前が四国近辺

に知れ渡っていますね。何でこれをしないの。いやいや、コロナがかなり蔓延していますから。

いやいや、でも、浅草の三社祭は行ったし、今度、大阪のだんじり祭も、50万人ですか、人を

集めてやるんだ。どこそこではこうで、ここではこうで、いろんな情報は入ってきますけど、

結局は、それを無視するのではなくて、万全の安全対策、保健対策を取った上でそういうイベ

ントをすることによって、市外からの客に来ていただく。そういう方にお金を落としていただ

く。そういうことが今全く望まれるのではないかな。 

 まさしく市長が言われるように、今、経済というものは底冷えをしております。その中にあ

って、なおかつ地方への移住・移転というものがやってみたいけど条件がね、やってみたいけ

ど魅力がねという段階に来とるんです。そこを逃しちゃいけんのですよと思うんです。そのチ

ャンスをどうつかむかということが今大変に求められる。バックするんじゃなしに前に打って

出なきゃ。こういうときだからこそ打って出なきゃ駄目だというふうに考えます。 

 また、このコロナウイルスでありますけども、様々な家庭に対して影響を及ぼしております。

売上げが減少した事業者の方とか職を奪われた人、または非正規雇用の母子家庭、父子家庭、

もろもろその他の社会的弱者に対応するための経済対策というのを併せてやるべきだと思いま

すけども、部長、いかがでしょうか。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣産業振興部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 

○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） 確かにコロナウイルスの影響で大きな

三次市を代表するイベント、これもやむなく中止をされてきております。そしてまた、コロナ

の影響により、市内の中小事業者、こういったところへも大きな影響を及ぼしているという状

況にございます。 

 まず、各種実行委員会が組織していますきんさい祭り、また、市民納涼花火大会、この実行

委員会におきましては、いろいろな手法も検討をされた上で、やむなく中止という判断をされ

たものでございます。市といたしましては、その各実行委員会の判断を尊重していきたいとい

うふうにも思っております。今後、そのイベントの在り方というのは、やはりウィズコロナの

中で、感染防止対策を徹底、また、密を避ける開催の方法など、いろいろ今後工夫をされて、

また実行委員会が判断をされるというふうに思っております。 

 また、中小事業者へのこうした影響に対しましては、やはり国・県の支援策や市独自の支援

策、こういったものを市の各部局でいろいろと対策を講じて今実施をしている状況でございま

す。また、そういったこの状況については、今後も国・県の支援策、そういったところの状況

や今の経済情勢、また関係団体、こうしたところの御意見も伺いながら、必要な支援策を検討

していきたいというふうに思っております。 
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 （子育て支援部長 松長真由美君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 松長子育て支援部長。 

            〔子育て支援部長 松長真由美君 登壇〕 

○子育て支援部長（松長真由美君） ひとり親家庭への支援についてお答えさせていただきます。 

 これまで新型コロナウイルス感染症関連の経済対策として、令和２年度には、国の事業、子

育て世帯への臨時特別給付金を児童手当対象世帯等に子供１人当たり１万円支給、これに上乗

せする形で、市独自支援策として、三次市子育て応援金を子供１人当たり１万円支給しました。

また、国事業のひとり親世帯臨時特別給付金として、１世帯５万円と、第２子以降、１人当た

り３万円の給付金を２回支給いたしました。 

 令和３年度には、市独自支援策として、高校生以下の子供１人当たり１万円の三次藩札を支

給したほか、国の事業である子育て世帯生活支援特別給付金を低所得のひとり親世帯及びその

他の低所得の世帯に対して、高校生以下の子供１人当たり５万円を支給。また、子育て世帯の

臨時特別給付金として、児童手当対象世帯等に対して、高校生以下の子供１人当たり10万円を

支給したところです。 

 今年度は、昨年度と同様に、国の低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付

金を、令和４年４月分児童扶養手当の受給者など、支給要件に該当する世帯に対して、高校生

以下の子供１人当たり５万円の支給を行っております。また、市独自支援策としましては、大

学生等を扶養している低所得の子育て世帯を対象に、学生１人当たり５万円の支給というとこ

ろを行っているところでございます。 

 （19番 大森俊和君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 大森議員。 

            〔19番 大森俊和君 登壇〕 

○１９番（大森俊和君） 様々な支援金の紹介をしていただきましたからちょっと頭の中が混乱し

ておるんですけど、ほとんどこれは国の給付金でしょう。三次から一般財源で出ておるような

ものはないでしょう。だったら、それは手柄げにあんまり言わんで。私が言いたいのは、それ

は国の制度は制度で、市の制度は制度。それに、状況を精査して、例えば子育ての親、高校生

で、これから大学なのか、社会へ出るのか、そういった場合に、先ほどの２万円の子育て支援

金じゃ間に合わないということなんですよね。だから、その状況に応じて、状況の支援という

ものをするべきだと思います。 

 例えば、子供が奨学生の資格を取った、奨学金がうまくいけば出るらしい。今、貸与がほと

んどなんでしょう。そうすると、子供たちが今度は卒業して次の時代へ重荷を負うて歩くんで

すよ。だから、そういったときに少しでも荷を軽くしてやる方策を取るとかね。それが三次市

に与えられた独自の支援だと思いますね。そういうものを研究してくださいよ。今すぐやって

くださいということは無理にしても、せめて研究をして、やったけど、財政的に無理だ、しん

どいというなら、それもまたありでしょうけど、でも、できるなら、絞るところは絞って、削

るところは削ってできるのではないかなというふうに思います。子育てについてはそれぐらい
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で、経済対策の問題に戻ります。 

 まず、市外からの観光客というものがほとんど今見られない状況の中で、私が思うのは、先

ほど言いましたきんさい祭り、花火大会、様々なイベントがある中で、これはいつも言ってお

るんですけれども、尾関山を整備して、年間、観光客が訪れるような花の山にしたらどうか。

これは世羅のパクリになるかもわかりませんけども、大いに結構だと思うんですよ。パクリだ

ろうが、何だろうが。それで観光客が来るなら、私は大変にすばらしいと思うとるんです。阿

久利姫の墓地整備であるとか。コロナ禍でも結構な人が様々に訪ねてきておるけども、それら

しきものがない、墓地という看板がある程度というような状況ですね。運甓居もどこにあるの

やら、辻村寿三郎人形館もどの辺にあるやら分からないということでは、看板は一応出ていま

すけど、あまりにも宣伝効果が薄い。啓発が足りていないような気がします。そのことによっ

てやはり客足が途絶えるというふうに考えておるところですけども、先ほどの、まずは大きな

イベント再開に向けて行う方向。これは実行委員会が判断をすると言われましたけども、そん

なものは、昨日や今日私も議員をやっとるわけじゃないんです。どこの委員会に行って、その

諮問をしたときにでも、ほとんど三次市の意見、意向というものが担当者を通じて入ってくる

んですよ。そしたら、その流れに沿っていくようになります。だから、その実行委員会の判断、

100％ないとは言えませんよ。でも、三次市としては、経済効果を含めて、今大変な時期だから、

これはひとつ汗を流してくれんか、力を貸してくれんかと言ってしかるべきだと思いますけれ

ども、どうでしょうか。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 

○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） きんさい祭りや花火大会の実行委員会、

これの実行委員として市のほうも加わってはおりますけれども、最終的にそこを中止するかど

うか、どういうふうなことができるだろうか、そういった話をするのはその実行委員会の総意

で決定をしているというのが事実でございます。やはり今回中止にやむなく至ったわけなんで

すけど、いろいろな方法が取れないであろうかとか、そういったところは各実行委員会でいろ

いろと検討してまいりました。しかしながら、やはり今のコロナ禍において、広島県がイベン

ト主催者に要請をしておりますイベント開催時の条件、そういったところも踏まえて中止とい

う判断をされたわけでございます。 

 また、花火大会については、多くの協賛企業さんからの寄附金といったところも運営の一部

としております。やはり今の状況の中で、事業者への協賛金をお願いするというのもなかなか

難しいだろうと。そういったいろいろなことも検討した上での中止ということになったわけで

ございます。 

 今後、ウィズコロナの中でイベント開催、これはやはり議員が言われますように、感染防止

対策、こういったものを徹底し、なおかつ密を避けた開催の方法、そういったところを各実行

委員会で今後に向けてしっかりと議論を重ねて、本当は各実行委員会もやりたいという思いは
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十分に持っておられますので、そういった開催に向けてできる方法というものをやはり実行委

員会で一緒に考えていきたいというふうに思っております。 

 （19番 大森俊和君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 大森議員。 

            〔19番 大森俊和君 登壇〕 

○１９番（大森俊和君） それは駄目ですよ、そんなことを言っとったんじゃ、三次の経済の発展

というものは見込めないよ。さっき言った花火の寄附金でもそうですよ。確かにお願いして歩

くのは大変なんですよ。でも、私が知っとる企業が３社から４社ぐらい花火大会に寄附しとる

会社があります。用意して待っとるんですよ。今年は何ぼ出す、去年これぐらいだから何ぼ出

す。それが来ない。だから出さない。それとも一緒なんです。これも十分に議論をしてくださ

い。この問題で質問が１個飛びそうなので、次に給食問題に入ります。 

 給食調理場にコロナが蔓延したときにどういうふうにされますか。半分の職員さんがもし仮

にかかったとする。そしたら、以前は半々に分けてやるんだというふうに聞いておりますが、

そこのところ、もう一回詳しく教えてください。 

 （教育次長 甲斐和彦君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 甲斐教育次長。 

            〔教育次長 甲斐和彦君 登壇〕 

○教育次長（甲斐和彦君） 学校給食の調理場においては、予測されるリスクに対応するために、

三次市学校給食危機管理マニュアルというものをつくって食中毒及び感染症の予防を行ってお

りまして、調理員の健康及び衛生管理を徹底するとともに、学校教育法が定める学校給食衛生

管理基準に沿った作業をしております。万一、学校給食に起因する食中毒及び感染症の疑いが

発生した場合でも、学校給食調理場、教育委員会、学校、保健所等、関係各所が速やかに情報

を共有し、対応できる体制も整えております。 

 複数の職員がコロナウイルスに感染した場合は、少人数で調理できる献立に変更したり、日々

雇用の会計年度任用職員を活用するなどして、できる限りの対応をしますけれども、しかしな

がら、御質問にありましたような、半分以上の調理員が感染をして、どうしても調理業務を停

止せざるを得ない状況が発生した場合には、保護者にお弁当の持参をお願いするということも

想定をしているところであります。 

 いずれにしても、今後も、新型コロナウイルス感染症などの防止のために、十分な作業スペ

ースの確保や効果的な換気設備を整備し、安全・安心な学校給食を提供できるように引き続き

取り組んでまいります。 

 （19番 大森俊和君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 大森議員。 

            〔19番 大森俊和君 登壇〕 

○１９番（大森俊和君） 給食問題で言いますと、一括給食にすることの弊害が今心配をされとる

から質問しとるんです。子供の食の安全性、食の安全の確保、それが絶対条件としてこれは求
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められるわけです。その中にあって、その法律が何ぼじゃかんぼじゃ言われても分からないで

す。そんなものは当てはまらない。そうじゃなしに、職員さんにこういうふうな取組をお願い

するとかいうものを、具体的な案を示すべきじゃないんですかということをもう一回教えてく

ださい。 

 （教育次長 甲斐和彦君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 甲斐次長。 

            〔教育次長 甲斐和彦君 登壇〕 

○教育次長（甲斐和彦君） 実際に現場で作業してくれております調理員に対しては、コロナウイ

ルスの感染状況でありますとか国・県からの予防策等を伝えますとともに、市内で感染をする

場合、どういった状況であるかというところの現場の状況等も情報提供をして、対策を取るよ

うに指示をしております。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） 補足を少しさせていただきます。 

 現在、各調理場においては、新型コロナウイルス感染症対策、これについては十分に本当に

それぞれの調理場、もちろん場長等からの具体的な確認というふうなことも含めてしているわ

けですけれども、新しい調理場というふうなことに関わっての運営体制ということについては、

新調理場の運営検討委員会というのを今立ち上げて、具体的な運営ということについての取組

についての内容を協議するという場をつくっております。したがって、今の体制とはまた大き

く異なる、人数も、あるいは規模もまた変わってまいる中で、危機に対してどう対応していく

かということについても、しっかりした議論を踏まえて、十分に食の安全を確保しながら子供

たちに安心な給食を提供する。そういった体制を整えていくということについては、確認をし

ながら進めてまいりたいというふうに検討しているところでございます。 

 （19番 大森俊和君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 大森議員。 

            〔19番 大森俊和君 登壇〕 

○１９番（大森俊和君） 先ほど言いましたように、時間がありませんので、給食問題というもの

はまた次の機会に譲りたいというふうに思います。鳥獣問題は、あと３人の方が予定をしてお

られますので、この際、その方に譲りたいというふうに思います。 

 ２点目に、同和問題の解決というふうにテーマを絞らせていただきました。これは、議論す

ると長いんですけども、まず、2002年の３月に同和対策措置法が失効した後、国は一般対策に

よっていろんな事業を行ってまいりました。しかし、近年では、インターネット上で「全国部

落調査」復刻版というものが流れてみたり、また、この三次市でも、子供同士の会話の中で、

「あの子と友達になってもいいけども、結婚しちゃいけんところの人なんだって」というのが、

おばあさんから聞いたとか、そういうふうな事件が起きております。また、インターネットで
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宛名も分からないような人が書いておるというのもあります。それを含めて、今後どうやって

いきますか。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 三次市では、これまでも、三次市人権教育・啓発推進指針や三

次市人権教育・啓発推進プランに基づきまして、市民誰もが人権尊重の理念について理解を深

め、互いに認め合い、共に生きる人づくり、まちづくりをめざして、あらゆる場において、創

意工夫をしながら、人権教育・啓発を推進していくこととしております。合併以来、毎年、人

権週間に合わせて、人権意識を高め、人権への理解を深めていただくために、ひと・かがやき

フェスタとして、人権講演会や人権映画鑑賞会、人権啓発パネルの展示などの人権啓発推進事

業を実施して市民啓発に取り組んでいるところです。 

 また、小学生を対象とした人権の花運動、ＰＴＡ等、人権教育講演会等への助成、人権ハー

ト絵の作成・展示など、人権について考えていただく機会の提供に努めてきました。市内で心

ない差別落書きが発生した場合には、迅速に対応できるようマニュアル化しており、差別落書

き等を発見した際には、関係機関と連携をして、人目に触れないような処置をするとともに、

人権啓発ポスター、広報紙などで再発防止に取り組んでいるところです。 

 近年は、インターネットの普及に伴い、便利さの一方で、他人への誹謗中傷、個人のプライ

バシーの無断掲示、差別的な書き込みなどへの人権侵害が問題となっています。そこで、イン

ターネットの特性を理解し、ルールやモラルを守って利用することの大切さ、留意点、各種相

談先等について、ホームページや広報紙などで啓発を図っております。昨年度は、教育委員会

と連携をして、市民や教職員等を対象にインターネットの安心講座等も開催をし、人権侵害や

インターネット上の誹謗中傷などの子供に迫る危険の実態を正しく知り、トラブルを未然に防

ぐ啓発講座も実施しました。今後も引き続き関係機関と連携をして人権啓発に取り組んでいき

たいというふうに考えています。 

 （19番 大森俊和君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 大森議員。 

            〔19番 大森俊和君 登壇〕 

○１９番（大森俊和君） ありがとうございました。最後にお礼を。 

 真摯なる御答弁ありがとうございました。今後も啓発をしっかり頑張っていただきたい。今

までの人権啓発は全く意味がないです。これだけお願いします。 

 以上で終わります。 

○議長（山村惠美子君） この際、しばらく休憩いたします。再開は13時といたします。 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

            ――休憩 午前１１時３７分―― 

            ――再開 午後 １時 ０分―― 
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          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（山村惠美子君） 休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 順次質問を許します。 

 （11番 新田真一君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 新田議員。 

            〔11番 新田真一君 登壇〕 

○１１番（新田真一君） 会派未来、新田真一でございます。議長のお許しを得ましたので、一般

質問を通告に従いまして行いたいと思います。お昼の挨拶を忘れておりました。皆さん、こん

にちは。 

 本日は、下水道事業についてと教育現場での働き方改革、２点につきまして質問をさせてい

ただきます。 

 まず、下水道事業についてですけども、さきの６月定例会の産業建設常任委員会において、

三次市下水道使用料等検討委員会の報告を読ませていただきました。私はまだまだ大変不勉強

でして、分からないことがたくさんあるのですが、下水道事業に関わる大きな課題というもの

を感じつつ、自分が今取り組める部分はどこかなと思ったときに、近所の水道屋さんからいろ

いろ課題提起も頂きまして、本日は、とりわけ下水道工事に係る狭い部分ではあるんですが、

それについて質問させていただきます。 

 では、まず第１点目に、先ほど申しました三次市下水道使用料等検討委員会の報告について

何点か質問させていただきます。 

 大きく中身が私の捉えでは２つだなと思って感じたのは、料金の適正化を図らなくてはなら

ないという報告でございました。これは、適正化とはどういうことなのか、なぜそれが必要に

なるのかといったことと、もう一点、回収率69.9％という数字を示されて、回収率は100％を超

えねばならんという報告の中身でありましたが、この回収率100％を超えていかなければならな

いというのはどういう意味があるのかということについてお伺いします。 

 （水道局長 加藤伸司君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 加藤水道局長。 

            〔水道局長 加藤伸司君 登壇〕 

○水道局長（加藤伸司君） 三次市下水道使用料等検討委員会の審議検討結果の報告としまして、

独立採算制を旨とする下水道使用料は、原則として、事業運営に要する総費用の見込みを立て、

それを賄える適正な使用料で回収されることとする中で、三次市の経費解消率は４事業全体で

低い水準であり、適正な使用料の確立による経費解消率の向上を図る必要があると報告を頂い

たところです。また、そのために、公共下水道三次処理区の整備が完了予定である令和17年度

をめどとして使用料体系を統一し、段階的な使用料の改定を行うことによって、独立採算での

健全な運営を確保し、下水道事業経費解消率は100％を超える必要があると報告を受けておりま

す。よって、この三次市下水道使用料等検討委員会の報告を踏まえて、使用料の適正化を図る

ことが必要であると認識しております。 
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 また、なぜ適正化が必要なのかということにつきましては、下水道事業の主な課題としまし

て、一般会計からの繰出金に過度に依存しないために、可能な限り使用料収入により維持管理

費用を回収する必要があります。また、下水道の区域とそれ以外との間に不公平感が生じるこ

とがないようにする必要もあります。これらの課題を明確にする１つの手法としまして、三次

市の下水道事業は令和元年度から公営企業会計に移行したことによりまして、収支に係る経営

状況がより見える化になり、維持管理費を賄うために適正な使用料単価が明確になったところ

です。このような状況を踏まえ、本市におきましても、下水道使用者の理解と協力を得ながら

使用料の適正化を図っていく必要があると考えています。 

 また、経費回収率69.9％のことにつきましては、経費回収率は、下水道使用料で汚水処理に

要した維持管理費をどれだけ賄えているかという指標となります。本市の経費回収率は、使用

料の適正化が図られておらず、汚水処理に対する経費の７割程度の使用料収入であることから、

令和２年度の経費回収率が69.9％となっているものでございます。今後は、下水道使用者の理

解と御協力をお願いする前に、下水道事業者としての努力部分としまして、処理施設の統廃合

などによる汚水処理費の削減、接続の促進、使用料の向上などによりまして収入の確保に継続

して取り組んでいこうと考えています。さらには、使用料の適正を図りながら経費回収率を100％

とすることをめざしていく必要があると考えております。 

 （11番 新田真一君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 新田議員。 

            〔11番 新田真一君 登壇〕 

○１１番（新田真一君） 全部の理解が私はできませんでしたが、使用料の改善という言葉を使わ

れましたけど、これは、使用料を値上げして、皆さんに負担を頂いて、独立採算制の下、一般

会計に依存せんように、あと、経費節減の努力もしていくんだというふうに解していいですか。

適正化というのは、均衡を図る意味、プラス、値上げして受益者の皆さんに負担いただかにゃ

いけんと読んだんですが、それでよろしいでしょうか。 

 （水道局長 加藤伸司君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 加藤局長。 

            〔水道局長 加藤伸司君 登壇〕 

○水道局長（加藤伸司君） 使用料の値上げにつきましては、経費回収率100％をめざすために使用

料を値上げしていくというのも１つの手法とは思いますけども、なかなか簡単に値上げをして

いくということもいろいろな諸事情によって難しいことも当然ありますので、一方、汚水処理

に係る費用、これは維持管理に係る費用が中心ですけども、ここらをいかに削減していけるか。

それによって、それに賄える使用料というものをめざしていく必要は当然あろうかと思います。 

 （11番 新田真一君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 新田議員。 

            〔11番 新田真一君 登壇〕 

○１１番（新田真一君） 上水道の料金改定も、先日、将来見通しの中で、値上げをせざるを得な
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いという方向性が示されて、水自体の値段が上がるから下水もそうなんかなというふうな解釈

ですが、これは違うんかな。それはよろしいです。いずれにしても、下水道事業の今後を考え

たときに、現状のままではやっぱり経費の問題、使用料の問題等はあるというふうに解釈をさ

せていただいて、先ほど、内部努力によって、接続の促進であるとか汚水処理場の統合など、

努力の必要があるという部分もおっしゃいましたので、そしてさらに、17年で今の計画では計

画しているところの下水道は全て整備を完了するという目標というか、めどで取り組んでおら

れるというのも分かりました。 

 そこで、下水道の今後の残り３割ぐらいの事業が残っているというふうにたしか報告書の中

にあったと思うんですが、下水道整備していくにはですね。その進めるのに当たって、下水道

を設計要領であるとか下水道施設指針といったようなのがどの町村にもあって、こういう規格

でこういう工事をして、こういう設計図にして、こういう報告書にせえと目安、めどを示した

ものがございますよね。その中で、三次市の小型マンホール、私が勉強したのは、調査研究し

たこの部分だけなんですよ。ちょっとモニターを下さい。 

 今出していただいたのが、小型マンホールと題しまして、設計図みたいなのが２つ示されて

あります。１つは塩化ビニール製、もう一個がレジン製と書いてあります。もう一個、ここへ

コンクリート製というのもあるんです。もちろん。小型ですよ。道路にあるこんなマンホール

がついているのは、大体１号マンホールといって大きいんです。90センチの径がある。小型マ

ンホールというのは、細い道だとか歩道部分だとかといったところにあるちっちゃい30センチ

ぐらい。ただ、上に乗っとるマンホールは大きい場合もあるのであれなんですけど。マンホー

ルというのは上の蓋だけじゃないですよ。下のパイプへつながっているところまで含めてマン

ホールですからね。こういった３種類のマンホールがあって、三次市の設置基準というか、こ

れをどう使うかという基準は現行どうなっていますか。 

 （水道局長 加藤伸司君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 加藤局長。 

            〔水道局長 加藤伸司君 登壇〕 

○水道局長（加藤伸司君） 本市が下水道管渠布設工事に使用している小型マンホールは、先ほど

議員言われましたように３種類ありますけども、本市では２種類の塩ビ製のマンホールとレジ

ン製のマンホールを使い分けています。これは、マンホールの設置箇所によって使い分けてい

るということになります。 

 下水道課が策定しています設計基準書、大本になるのは日本下水道協会が出している設計指

針というのがありますけども、そこに具体的に明記されていない細かな部分を明記したのが下

水道課で作成している設計基準書でございます。この使い分けとしましては、まず、塩ビマン

ホールは、歩道や里道などの狭道部へ設置し、車道部には設置しないとしております。一方、

レジン製マンホールですが、車道部において、地下埋設物等によって、通常の先ほど言われま

した１号マンホール、組立て式の設置が不可能な場合に使用すると規定をしております。 

 本市としましては、車両通行の安全性を確保する観点や、塩ビ製は、構造上、本体と防護蓋
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が分離しており、マンホール蓋が沈下するおそれがあること、それによって修繕が伴う可能性

があるなどのことから、車道部においてはレジン製のマンホールを採用してきているところで

ございます。 

 （11番 新田真一君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 新田議員。 

            〔11番 新田真一君 登壇〕 

○１１番（新田真一君） 今御説明のあったとおりだと思うんですけど、私、近所の水道屋さんか

ら「レジンを使いよるのは三次だけです」と言われまして、「ほう」と言って、どうなんだろ

うと思いまして、周辺市町を聞いて回ったんですよ。庄原、安芸高田、三原、竹原、尾道、東

広島、府中、福山。レジン型マンホールはどこも使っとってんない。どこも使っとってんない

んですよ。使っとってんないと言い切るのはあれですけど。一部使用しているというのはあり

ました。ポンプを据えるところ、汚水がくみ上げられて流れ出る出口、そういったところは使

っているという回答があったんですが、どこも使ってないのを三次市が使うというのは改めて

なぜなんでしょう。 

 （水道局長 加藤伸司君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 加藤局長。 

            〔水道局長 加藤伸司君 登壇〕 

○水道局長（加藤伸司君） 本市がレジン製を採用しているのは、先ほども答弁させていただきま

したけど、車両通行の安全性を確保する。そして、塩ビ製は、構造上、鉄蓋が沈下するおそれ

があり、少し高くつく修繕を伴う可能性があるということも含めて、レジン製を車道部におい

て使ってきているというところです。 

 確かに議員おっしゃいましたように、レジン製の製品は高価であり、耐火性とかはあります

けども、高いというのが一番デメリットの部分であろうかと思いますけども、先ほど言いまし

たように、車両通行の安全性を確保するというところに重きを置きまして、車道部で使用して

いるというところでございます。 

 先ほど他市の状況をお聞きしましたけども、他市としては、やっぱり高価であるというとこ

ろで採用していないというのが事実のことであろうかと思いますし、先ほど言われた他市の状

況は、今現在、下水道拡張工事を行っていない市町でありまして、過去において使っていない

という認識をさせていただきます。 

 （11番 新田真一君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 新田議員。 

            〔11番 新田真一君 登壇〕 

○１１番（新田真一君） 私はまだレジン製は高いと言っていないんですよ。ここに富士市下水道

設計要領（令和４年４月改定）、他市の例の要領があるんです。ここには小型マンホールにつ

いてこう書いてある。「富士市では、車道幅員5.5ｍ以上またはＮ４交通以上の車道部に設置す

る小型マンホールは小型レジンマンホール、上記以外の車道部または歩道部に設置する小型マ
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ンホールは下水道用硬質塩化ビニル製小型マンホールとする」と書いてある。車道部で使っと

っての最も新しい設計要領では、ここがあった。見つけたんです。さらに言えば、過去におい

てそういったのを使用してきたと言われますけど、今のレジン製マンホールの設計、標準、基

準というか、定められたのは、私の頂いた資料に、開示請求をお願いしましたところ、これは

平成15年、20年前の基準ですよね。先ほど言われた。19年たっている。20年。合併前の市から

の。レジンも他市の標準表とか仕様書には記してあるんですよ。レジン製マンホールも。こう

いったもの。だけど、使っていない。ここで言いたかった。なぜ使わないか。高価だから。高

いから。深さや組立てようによりますけども、塩ビとレジンを比べたら、ほぼ倍ですよ。 

 そして、もう一つ理由で言われたのが、全部の市は言っておられませんよ。塩ビ製で対応し

ても特に課題はないと言っちゃった。先ほど、沈下によって修復の、と言われた。資料の中に、

マンホール蓋の荷重Ｔ25、Ｔ14、Ｔ８と書いてある。これはマンホール蓋ですよ。蓋の強度が

Ｔ25といったら、25トンに対応できるようにしなさいと。14といったら、14トンに対応できる

ようしなさいと。25トンといったら、10トンダンプとか大型バスですよ。Ｔ14といったら、小

型トラック、中型トラックぐらいまで。Ｔ８といったら、自家用車でも８トンある自家用車は

ないですよね。この基準に従って設置するんだから課題ないというのが多分富士市なんかの見

解だろうと思います。そういう蓋で覆うから関係ない。下はいかに塩化ビニールでも。塩化ビ

ニールの上へ直接蓋を乗せるわけじゃないですからね。あれをよく見ていただければ、基礎砕

石部分、バラスを敷き詰めるんですよ、ある程度の厚さに。さらに、その上にコンクリートの

キャップを乗せて蓋を乗せる。だから、何が言いたいかといったら、強度、強さということに

ついては問題ない。 

 さらに、課長さんがああいうふうに言われるから、私はまたほかの市に聞いたんですよ。「塩

ビで壊れちゃったですか。過去５年間どうですか」と言ったら、２つしか聞けなかったんです

けど、「５年間、特に塩ビによっての事故はありません」と言っちゃった。さらに言えば、コ

ンクリート等、ほかのマンホールにおいても、周辺沈下、周りがへこんでいく。よくあります

よね。道路なんかでちょっとマンホールが浮き上がってみたり。それは、コンクリート製でも

塩ビ製でも、レジン製は使うとらんと言っちゃったけ、周りの沈下のほうは例は幾つもある。

幾つもじゃない、年数件あると答えてくれちゃった。何が言いたいかというと、20年間にわた

って要領の見直しがされず、周りの市町村は、それをあえて使わずに工事を進めている中で、

なぜ三次が使い続けたか。理由をお願いします。 

 （水道局長 加藤伸司君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 加藤局長。 

            〔水道局長 加藤伸司君 登壇〕 

○水道局長（加藤伸司君） 繰り返しの答弁になりますけども、市の定めた設計基準を基に、車道

部には塩ビ製を使用しないという安全性の観点に重きを置きまして、レジン製を採用してきて

いるものでございます。 

 （11番 新田真一君、挙手して発言を求める） 
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○議長（山村惠美子君） 新田議員。 

            〔11番 新田真一君 登壇〕 

○１１番（新田真一君） やっぱり下水道なんかも技術革新がずっと進んでいくんだろうと思うん

ですよ。工法にしても素材にしても。先ほど紹介したこの富士市というのは、最新版ですとい

って、令和４年４月に改定の基準書ができている。ほかもいろいろ調べたら、多かった年度は

令和元年改定。平成26、27年というのも改定が多かったです。検索したら新しい順に出てきま

すからね。古いのが後で。市のいろんな、どの部署やらどの事業においてもそうですけど、先

ほどのような何とか指針とか要領というのが、いろんな技術革新や何かで見直されていく。そ

れは新しいものをどんどん取り入れていかないけんのじゃないですか。私は学校現場におった

ら、これは学習指導要領というのがある。教育の中身が変わっていけば、それに合わせて教科

書も変わるし、教材も変わると。それは、職員がみんな研修したり、交流したりして、変えて

いく、学んでいくというのがあるんですけど、平成15年から基準が変わっていないというのは

ね。他市との事業の工事の研修だとか、こんなんやりよるで、こんな技術が最新でというよう

な交流を進めたり、研修し合うというような場はないんですか。 

 （水道局長 加藤伸司君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 加藤局長。 

            〔水道局長 加藤伸司君 登壇〕 

○水道局長（加藤伸司君） 他市との研修の場ということでございますけど、県を中心に、そうい

った研修というのはあると思いますが、今回に至りましてのそういった小型マンホールの使い

分けとか、そういった細かい部分について、他市と情報を共有していくというのはございませ

ん。 

 先ほど、小型マンホールを車道部に採用していない、レジン製を採用しているということは、

平成17年度頃から公共下水道におきまして使用しているということでございまして、合併前の

各町村のところでの特定環境保全公共下水道及び農業集落排水事業におきましては、車道部に

おいても塩ビ製のマンホールを使用している事実はございます。 

 （11番 新田真一君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 新田議員。 

            〔11番 新田真一君 登壇〕 

○１１番（新田真一君） 今勉強になりました。農集は使用していないところも多いということで

すね。私は農集で使うとったらえらいぎょうさん銭出しちゃったなと思いよったんですよ。下

水道事業の全体見直しを１回されていますよね。その中で、三次市汚水適正処理構想、改定、

令和元年２月。要は、先ほどの三次市下水道使用料等検討委員会等もかぶると思いますけど、

独立採算の下、料金収集で独立採算に向かっていかにゃいけんといったときに、このまま管渠

をどんどん延ばしていって、下水道地域をどんどん計画どおり100％広げるのか。いや、合併浄

化槽等を使いながら、こっちはそういった個別使用したほうが料金が安くなるというので、ど

こまで広げるかで１回見直しされていますよね。だけど、その計画に従っても、令和17年まで
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まだ残されている計画区域があって、何が言いたいかというと、管渠を通してマンホールつく

っていくという事業は継続している。これによると、スケジュールによると、１期、２期、３

期があって、令和17年まで、概算事業費で、３期まで皆いけば64億円組んである。全部がパイ

プのあれじゃないんでしょう。汚水処理場なんかの維持管理とか改修なんかもあるのかもしれ

ませんが、まだこれだけあるんなら、今の１つの小型パイプの見直しを図ることで、僅かでも

いわゆる内部努力によって工事費の削減は図っていけないだろうかと考えたんですけど、この

仕様をいつ見直さにゃいけんというのはないんですから、この際、他市のをもう少し調べられ

て、60億円あるまだ先の予算を考えれば、要は設計指針なり要領なりを見直していくというお

考えはありませんか。 

 （水道局長 加藤伸司君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 加藤局長。 

            〔水道局長 加藤伸司君 登壇〕 

○水道局長（加藤伸司君） 下水道工事におきます市が定めた設計基準、先ほどから言われていま

すとおり、平成15年４月に策定をしているものでございます。これを現在まで、設計基準書に

よって設計あるいは工事を進めてきている状況でございますが、確かに議員御指摘いただいた

ように、約20年近く経過をしていることから、基準というものを見直していくことは当然必要

であろうかというふうに考えます。 

 今後におきまして、他市の基準というものも調査研究をさせていただきながら、安全性、経

済性を考慮した基準書の見直しを行ってまいります。 

 （11番 新田真一君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 新田議員。 

            〔11番 新田真一君 登壇〕 

○１１番（新田真一君） ありがとうございます。内部努力でできる部分はやっぱり、これが直接

水道料金のどうこうにはつながらんというのはお聞きしたんですけど、内部努力によって経費

節減の努力を図られていくという決意として受け止めさせていただきたい。 

 さらに、今定例会の最終日の全員協議会においては、「下水道経営戦略について」という題

が打ってありました。中身は、私はもちろんあれですけど、ほんの一部に限ったこんな課題じ

ゃなくて、もっと多分大きい視点で下水道の今後について論議がされるんだろうと思いまして、

それにも期待させていただきながら、ぜひとも早い時期に見直しを図っていただいて、少しで

も経費節減の努力をお願いすることを申しまして、１点目の質問を終わります。 

 では、２点目ですが、学校の働き方改革についてお尋ねします。 

 今年度４月より、各学校現場には教育委員会のほうから、７時には学校を閉めて帰れという

指示と言っていいんですか、通達、よく分かりませんが、というふうにされたということです

が、これの現状と効果、これはいかがでしょうか。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 
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            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） 令和元年の７月に本市教育委員会のほうで策定をいたしました三次市立

小・中学校の教師の勤務時間の上限に関する方針に係る取組内容というのを方針に基づいて策

定をしております。これにつきまして、教職員が子供と向き合う時間につなげること、また、

職員の働き方改革の推進に関わって、勤務時間管理の徹底をさらに図るということのために今

年４月に改正をしたところでございます。この改正した主な内容というのは、今、議員がおっ

しゃっていただきました、19時以降の退校をできるだけなくすということ。そして、勤務時間

外、在校時間の状況に応じて、校長等が面談を行いながら、健康管理や業務改善に努めるとい

うことの明確化を図ったところでございます。 

 この改正内容につきましては、４月と５月を周知期間、５月を試行期間、試すという期間と

して、６月から本格的に取組を進めております。本格的に実施をした今年６月における勤務時

間外の在校時間の人数の割合で申しますと、45時間未満、一定の上限のガイドラインに示して

おりますものについて、未満として達成をしておりますものが全体の68.0％、45時間以上で80

時間未満というのが31.0％、80時間以上が1.1％、100時間以上は０％でございました。これを

昨年度の同じ６月と比較いたしましたところ、市全体では、45時間未満の教職員の割合という

のは、昨年度49.9％でございましたので、今年度68.0％と比較をいたしますと、今年度は過半

数を超えるという割合になっており、一定の在校時間の縮減につながっているというふうには

捉えているところでございます。 

 （11番 新田真一君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 新田議員。 

            〔11番 新田真一君 登壇〕 

○１１番（新田真一君） 今、具体的な数字をもって、昨年度より２割増の45時間以上が増えたと。

大いに結構なことだと思います。ただ、文科省の公立学校の教育職員の業務量の適切な管理そ

の他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ず

べき措置に関する指針によると、すぐ見つけられませんが、在校時間が減っても持ち帰り仕事

が増えたんなら同じことだと、そういうことが明記してある。問題は、学校で済まんかったら

家でせざるを得んという実態、状況をどう把握されるかという問題と、ちょっとモニターをお

願いします。ＩＣＴ教育の進歩によりまして、持ち帰り仕事というのを、昭和の時代に教員を

しておりました私は、かばんか買物かごの中に子供たちのノートを山ほど詰めて、家に持って

帰って、何とか丸つけをして次の日持っていくという持ち帰り仕事。私の連れ合いは、山ほど

買物かごへ入れて持って帰って、子供の飯を作って、掃除をして、洗濯、片づけたら、結局何

も見ずにまた次の日持っていくという、そんなんをイメージしていたんですが、今、現状は全

然違うんですね。 

 見てください。左が校舎をイメージして、学校です。真ん中が子供たちで、右が家に帰って

のマイホームに自分のパソコンがあると。よくＵＳＢなどを持って帰って、かばんに入れたの

を紛失したとかいったような課題があって、データをどう持ち出すんやというのを心配してい
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たんです。心配ないんですね。上にマイドライブ、これはＧｏｏｇｌｅドライブというソフト

と言っていいんですか、そこにマイドライブというのとクラスルームというのがあって、ここ

に学校で様々なデータを入力しておく。先生は研修計画をここへ入れておく。自分の担任して

いる５年１組の子供たちに出している課題とか資料をここへ入れておく。ロイロノートへ、今

日の宿題は何とかドリル３番と５番といって、回答も入れておく。言ったら、家に帰って、何

も持って帰らなくても、マイドライブへアクセスするパスワードとＩＤを持っていれば、家に

帰ってそれを見ることができると。子供たちは自分の家へ帰って、タブレットからクラスルー

ムに出されている先生の課題を引っ張り出して、自分はこうやって出す。こういうシステムに

なっているんですね。 

 今のドリルじゃ、漢字ノートじゃというアナログの宿題以外、まさにタブレット等を活用し

て、ＩＣＴを活用して、家へ帰って自分の音読を吹き込む、リコーダーを吹いたのを聞いても

らう、課題曲を歌うと、こんな課題を出されて、それを24時間、クラスルームにもロイロノー

トにも送ることができる。学校の先生は家に帰って24時間見ることができる。何で24時間とか

力入れるかは御理解いただけますよね。ＩＣＴのこれは利活用なんでしょうかね。ＩＣＴを利

活用していくというのはいかに業務軽減を図るかということが、私は業務増加になっていない

かと。30人のクラスを担任していた子供たちが３分ずつ音読を吹き込んでいたら、聞くだけで

90分かかります。 

 利便性もあるんですよ、研修計画を、７時に帰らなきゃいけんけ、７時に学校から家へ帰っ

ても、研修計画を開いたら、２学期の研修計画を自分でつくって、またマイドライブへ返して

おけば、次の日、学校でそれを開いて見ることができる。便利なんですよ。これを真っ向否定

して、こんなん制限してやめてくれと言いよるんじゃないですよ。それは、そうせざるを得ん

という学校の状況もよく分かるし、「新田議員があれを追及したけ、これが一切できんように

なったで」と言われても私は困る。利便性があって便利はいいんだけど、基本的となる業務改

善が進まん限り厳しいよな。 

 そこで何が言いたいか。この状況を全て、家に帰ってからの業務状況を的確に把握しないと、

幾ら学校から帰る時間が短くなっても、それを帰ってしていたのでは業務改善にも何にもつな

がらないというので、持ち帰り仕事の実態把握はどうされますか。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） 今おっしゃっていただきました、本来、教職員が業務を持ち帰るという

ことについては、行わないということが原則でございます。そのことについて、市としても、

先ほど言いました三次市立小・中学校の教師の勤務時間の上限に関する方針のほうにも、上限

の目安時間を守るためだけに、自宅等に持ち帰って業務を行う時間が増加してしまうというこ

とは本方針の趣旨に反することである。また、このことを、今、各学校においても教職員のほ

うに丁寧に周知をするということ。さらには、業務改善の取組を推進するように、継続的に校
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長会とも連携をしながら進め、また指導もしているというところもございます。 

 そのことを前提として、少しＩＣＴに関わっても説明させていただきますと、おっしゃって

いただきましたように、ＩＣＴを効果的に活用するということについては、積極的に取組を進

めております。子供たちがいわゆる夜中ものべつ幕なしに使うということがないように、タブ

レットに関わっては、小学生、中学生には一定の制限を設けて、時間帯を、小学生、それから

中学生と少し違いますけれども、10時、11時以降は使わないと、翌朝まで使えないという設定

ということにしているところもございます。そういう中で、実際には、新型コロナの感染対策

ということもございますので、学校で実際にみんなで一緒にリコーダーを吹くといったような

時間が取れない。あるいは、声をしっかり出して歌うとか、あるいは音読もなかなかしにくい。

しかし、一人一人の子供の実態や到達状況をきちんと把握して適切に評価をしていくというこ

とも当然必要でございますので、そういったところで、このＩＣＴを、タブレットを活用して、

そして、家庭でそれぞれできるベストを発表して、グーグル、あるいはまたクラウドのほうを

活用して、教員がいつでも見れる状況にしておくということについては把握をしているところ

でございます。あるいは、そういったところで、いわゆる無理のない課題の出し方といったよ

うなことも行うということも確認をしながら進めておりますけれども、それぞれ、その状況に

よりますけれども、学校により、教師によっては、都合のよい時間を活用して、録音した課題

などを評価できるといったようなことや、繰り返し確認もできるといったような利点もあるの

で、そういうメリットは感じているということも把握はしているところでございます。 

 御質問のとおり、この持ち帰りの把握ということについてでございますけれども、実際に、

これは方針にも示しておるように、こういったことで持ち帰り時間が増えるということがあっ

てはならないということが大方針でございますので、一定の、校長を通じて、この８月にも把

握をしているところでございます。そういう中では、学校からの、校長からの聞き取りでは、

持ち帰り業務を職員がしているというふうに捉えている学校というのは、明確に把握をしてい

るところが75％でございます。まるっきり持ち帰り業務はうちの職員はしていないというふう

に確認をしている学校も６％ございます。ですので、十分に把握をし切れていないというとこ

ろも実際ございますけれども、こういったところについては、現在、校長を通じて把握をしな

がら、中身についても確認を進めております。 

 さらに、この持ち帰り業務の把握ということで言えば、今年度、文部科学省のほうが、抽出

ですけれども、勤務実態調査というのを行っております。まだ結果は公表というふうなことは

されておりませんけれども、持ち帰り業務の内容だったり、あるいは時間だったりというふう

な、何をもってその持ち帰り業務を把握していくかというふうなところの基準というものも明

確でないところもございまして、文部科学省の調査内容とか、あるいは調査結果、こういった

ものが出れば、こういうものも参考にして、持ち帰り業務についても、本市として状況把握と

いうのをまた丁寧に行いながら、業務量の適切な管理、あるいはまた在校時間の縮減というこ

とにつなげたいというふうに考えます。 

 併せて、業務の優先順位の見直しや会議の精選、公務遂行方法の工夫や日課の改革、とにか
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く聖域を設けることなく、校務全体を見通して、保護者や地域にも情報発信をしながら、学校

全体の意識改革、さらには具体的な取組を進めるということで、子供に向き合う教職員の時間

の確保、あるいは本市の教育水準の維持向上ということにつなげてまいりたいというふうに考

えているところでございます。 

 （11番 新田真一君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 新田議員。 

            〔11番 新田真一君 登壇〕 

○１１番（新田真一君） 75％は明確に把握されているというふうに今お答えされたと思うんです

が、どのような方法で把握をされているんですか。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） 全てということではございませんけれども、例えば持ち帰り業務をする

かどうかというふうなことについては、一定程度、校長、管理職のほうに申出とかというよう

なことをしているということをルール化している学校でありますとか、あるいは、今回、この

実態調査というよりも聞き取りをする中で、各学校のほうで確認をしながら、それぞれの教員

のほうに確認をしたというようなところもございます。 

 （11番 新田真一君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 新田議員。 

            〔11番 新田真一君 登壇〕 

○１１番（新田真一君） もちろん私はこの質問を整理するに当たって、かなりの数の教職員の皆

さんから「どうしよる」とお話を伺いました。「持ち帰り仕事を報告したり、実態把握されよ

るん」と言ったら、私の聞いた限りのうん十人は「いや、何もないで」と答える。文科省の先

ほどの給特法の見直しのための実態調査と今されていますよね。それにも、持ち帰りをどがに

したかという調査項目があるということですよね。それはもうちょっと具体的に、文科省は持

ち帰り仕事の何をどういった方法で調べようとしとってんですか。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） これは、内容につきましては、正確に公表できるものとそうでないもの

とあるのかもしれませんから、なかなか難しいところがございますけれども、つまり、教職員

が在校している時間、そうじゃない、朝から、帰って以降の時間ですね。同じように、項目を

ある程度、一定程度、どんな校務を、あるいは教員としてやった仕事というふうなことを、項

目をある程度カテゴリーに分けられて、それを選択式にしてウェブで回答するといったような

もので、例えば何時から何時まではこんな仕事をしましたと、かなり詳細な中身での調査の内

容というふうには聞いております。ただ、それがどういう形で公表されるかということも分か
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りませんので、今のところではそういった中身として把握をするというような内容になってい

るというふうに確認はしております。 

 （11番 新田真一君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 新田議員。 

            〔11番 新田真一君 登壇〕 

○１１番（新田真一君） 在校時間による、冒頭御回答いただいたように、教員が学校へ残ってす

る時間は減ってきている。大いに結構なことだと。だけど、繰り返すようですが、帰ってする

時間が長くなったのでは結局一緒だと。じゃ、どうせにゃいけんかというと、冒頭申されたよ

うに、帰ってやったものも把握して、どういったところへ業務改善を図らにゃいけんかという

ふうにならなければ、時間だけ短くなって、「みんな早く帰れてよかった」とはとても言えな

いと思うんですよ。文科省がそれをせっかく調査しようという、もしもそれがひな形になるん

なら、同様の方法で、三次市内の全教職員が家に帰って何をどれだけやりよるかというのはや

っぱり把握する必要があるんじゃないか。トータルの業務がどれだけ削減されたかというふう

な視点で考えていかないと、幾ら学校が早く閉まったって、それはなし得ないと思います。 

 ＩＣＴ教育を決して否定しようとは思いません。便利になって、先ほどからあるように、宿

題もどうこういうのはあるんだけど、それは聞きたい時に聞けて、学校におるときに採点でき

てどうこうとなるなら、それにこしたことはない。先ほど制限をかけるというのがあったけど

も、現場に聞いたら、ロイロノートと課題はいつでもできるでとか、ウェブは何時まで以降見

れないというのは決まっとると。ロイロじゃ、マイドライブじゃというのを言うから、私に気

を遣いよるんですよ。長期の課題を取り上げたときに、教育委員会が果敢に取組をしていただ

いたのは、もう20年以上取り組んでいますけど、帰る時間は10時と最初決められた。これが９

時になって、まだまだ改善せん、８時になって、７時まで来たんですよ。ロイロノートもマイ

ドライブも使っちゃいけん、制限何時までというような方法を取られたんじゃ、今ある業務を

いかに頑張ってやろうかという教職員はかえって混乱すると思います。どう利用するのがいい

かというのをお互いに考えていくことは必要だと。実態把握を、自己申告でいいですよ。帰っ

て８時から９時まで見た、研修した、宿題見たでいいんじゃないですか。それの正確性とこれ

もそれでどうかという検証する材料ができるだけたくさん要る。ぜひ持ち帰りの実態把握に取

り組んでいただきたい。 

 最後の質問に移りますけど、教育委員会がすべきことは、意識改革じゃ、管理職の聞き取り

をして具体を進めるじゃなくて、教育委員会ができることをしてもらいたい。その具体をそこ

へ３つ挙げています。１、部活動指導員をぜひ50人配置してください。それから、もう一つは、

三次市が今年から入れた読書教育推進委員、今年１人ですよね。これもぜひ全校配置してくだ

さい。隣の庄原市は、学校司書全校配置ですよ。10人配置されて、１人が二、三校受け持って。

学校図書館法で「自治体、頑張れ」と示してある。全国もほぼ50％でしょう。小学校の学校司

書配置ですよ。「地方自治体、頑張れ」と言いよるんですよ。何か一部には現実的でないとい

うふうに言われる方もいらっしゃるみたいですけど、これこそ自治体がどうこうじゃなくて、
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国にちゃんと措置せえというのが必要じゃないですか、一方でね。繰り返しますが、庄原は全

校配置。これを生み出すためには、読書教育推進員、今、三次市は残念ながらたった１名です

けど、学力テスト半分にしていたらいいじゃないですか。学力テスト、過去問題集から全部分

析まで小・中合わせて1,000万円予算を組んである。学年半分にしたら500万円。500万円あった

ら読書教育推進員５人雇えますよ。ちょっと粗っぽい計算ですけど。そうすることによって、

業務を具体的にこの人がやるというふうに決めていく。この提案、どうでしょうか。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） まず、人の確保ということも含めて、今現在おっしゃっていただきまし

たように、部活動指導員、あるいは読書活動推進員の配置によって、教職員の業務の負担軽減

ということにつながるということはあるというふうに捉えております。部活動指導員に関わっ

て例えば申しますと、今年度、現在７名の配置をしておりますけれども、これは、予算を計上

して認めていただきましたところにまだ余裕があるということで、つまり、いわゆる人の確保

というふうなことも一方では課題ということがございます。 

 同じく、読書活動推進員についても、10月から、学校図書館リニューアル校を中心に、１名

ではあっても数校例えば回っていくというような形で、複数の学校を対象にして充実を図ると

いう取組を進めていく予定にしておりますし、部活動指導員とも併せてこの読書活動推進員の

増員を進めたいということは考えておりますが、いずれも人材の確保という点が１つ課題とい

うふうなこともございまして、そういったニーズに応じた役割を担っていただけるような、そ

ういう人の確保ということについても、引き続き情報収集をしながら、市民の皆様にも協力を

求めながら進めていきたいというふうに考えております。 

 もう一つの学力検査に関わっての予算ということで申しますと、本来、一人一人の子供たち

に学力をつけるということが学校に求められる本来の役割ということで考えれば、そういった

ところへ一定の分析だったり到達を検証していくということは必要かというふうに考えて実施

を今進めているところです。この学力検査に関わっても、採点を含めて、その分析、あるいは

一人一人の状況をまとめた個票というふうなものを業務委託ということでしておりまして、職

員に負担をかけないという方法で行っているということはございます。 

 さらに、この学力検査については、今年度、個々の学習支援事業という中身で実施をさせて

いただいておりますけれども、これは全学ということではなくて、その一部を充てて実施して

いるというものでございます。したがって、学力検査については、教員に本来求められている

業務でありますところの授業改善を図りながら、全ての子供たちに、できたとか分かったとい

う授業づくりというふうな実現につながるように、実施方法もですけれども、先ほど言いまし

たような人員に関わる計画ということと併せて、総合的に検討していくという形で進めてまい

りたいというふうに考えております。 

 （11番 新田真一君、挙手して発言を求める） 
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○議長（山村惠美子君） 新田議員。 

            〔11番 新田真一君 登壇〕 

○１１番（新田真一君） 去年、全国の教員採用試験の倍率は、広島県は採用試験の競争倍率が去

年最低だったんですよ。今年、ちょっと上がった。県北にも30人から40人がここ数年で新しい

方が採用されている。いっときよりぐっと増えた。ところが、20代の退職者もここのところぐ

っと増えています。若い方が希望と望みを持って働ける教育現場をぜひよろしくお願いします。 

 終わります。 

○議長（山村惠美子君） この際、議場内の換気作業のため休憩いたします。再開は14時10分とい

たします。 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

            ――休憩 午後 ２時 ０分―― 

            ――再開 午後 ２時１０分―― 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（山村惠美子君） 休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 順次質問を許します。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 皆さん、お疲れさまです。清友会の保実 治でございます。議長のお許

しを頂きましたので、通告に従って、大きく４問の通告をしておりましたが、４問目のテレビ

への字幕付与については、午前中、質問があり、答弁がありましたので、省略をさせていただ

き、大きく３問で質問をさせていただきます。 

 その前に、今月９月は秋の農業安全運動月間であります。春に引き続き、「しめよう！シー

トベルト」を合い言葉に、自治体など900団体が参画しております。農作業中の死傷事故は高止

まりの状況で、農業従事者10万人当たりで見ると10.8人で、過去最多で、10年間で24％増えて

おります。建設業の事故死者は同5.2人で、10年間で24％減っております。全産業の平均は同1.2

人で、減少傾向で推移しております。農業と他産業との差は拡大傾向にあります。そういった

中、本市では今月から稲刈りの真っ盛りとなりますが、農業の皆さん、農家の皆さん、どうか

くれぐれも気をつけられまして、「しめよう！シートベルト」を合い言葉に頑張っていただき

たいと思います。 

 それでは、市民の暮らしが一番をモットーに、市民の目線に立って質問をさせていただきま

す。市民の皆さんにも分かりやすく明快なる答弁をお願いして、質問に入らせていただきます。 

 まず、大きく農業用作物栽培についてお伺いをいたします。 

 中項目、現状と課題でありますが、まずは現状についてお伺いをいたします。 

 2020年に地域資源の活用と産地化を目的に、市とＪＡ三次、ＪＡアグリ三次、県北部農業技

術指導所などのメンバーで構成する研究会を設立し、廻神町にあるＪＡアグリ三次の畑で、カ
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ノコソウ、シャクヤク、トウキ、ミシマサイコ、キバナオウギの５品目の栽培を始め、2021年

７月13日の定例会見では、秋の収穫状況を踏まえて、新規就農者にも広げるのか、既存の農家

でやっていくのか方針を決めたいと言われております。また、今年に入り、成育を検討した結

果、ヒロハセネガとカノコソウの栽培に力を入れることに決めたと新聞報道されておりますが、

現状はどのようになっているのか、まずはお伺いをいたします。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣産業振興部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 

○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） 薬用作物の栽培につきましては、地域

資源である農地を活用し、本市農業の振興につながる新たな作物として、薬用作物の栽培の可

能性に挑戦をしてきました。令和元年度は、本市の気候風土に適合可能な栽培品目の調査研究

を行い、令和２年度から、先ほど議員が言われましたように、ＪＡ、県、ＪＡアグリ三次、三

次市で構成する三次市薬用作物等栽培技術研究会を組織し、シャクヤク、トウキ、カノコソウ、

ミシマサイコ、キバナオウギの５品目の試験栽培を開始しました。 

 令和３年度からは、国の研究機関であります国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所

と東京農業大学との共同研究を開始するとともに、新たな薬用作物の品目として、せき止め等

の成分となるヒロハセネガの栽培をＪＡアグリ三次ほか２か所の圃場で開始いたしました。生

育状況がおおむね順調であったことから、令和４年度、今年度から、栽培の意向がある新たな

生産者を募集し、現在13名の生産者により試験栽培の取組を行っております。これまで６品目

ということでございますが、現在はミシマサイコ、キバナオウギの２品目については試験栽培

を終了し、現在、シャクヤク、トウキ、カノコソウ、セネガ、この４品目を今選定して試験栽

培に取り組んでいる状況でございます。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） ですから、最初やった５品目から、今私が言いましたヒロハセネガとカ

ノコソウを中心とした品目を、４品目ですか、絞って今やっておられると。そして、基盤研と

東京農大、ここらに御指導いただいてというようなことだったろうと思うんですが、そこでち

ょっとお聞きするんですが、基盤研と農大に指導をお願いしておられるんでしょうけど、これ

は調べてみたら、内閣府に地域活性化伝道師というのがおられますよね。そこには相談はなか

って、すぐこの基盤研と農大のほうにされたのか。私が思うに、この地域活性化伝道師、ここ

へお願いすれば補助金が何ぼか出るんじゃなかったのかなと私は思って質問させていただきま

す。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 
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○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） まず、令和元年度に薬用作物の栽培に

ついて調査を行っておりますけど、これを県立広島大学のほうにお願いいたしました。といい

ますのも、県立広島大学の先生が、農林水産省の委託研究プロジェクトということで、薬用作

物における栽培技術の研究、これを研究されているメンバーでございました。というようなこ

とから、専門的知見を有しておられるということで、県立広島大学のほうに三次の気候風土に

適した栽培品目の選定というものをお願いしてきた経過がございます。 

 また、その先生のつながりということもございまして、今現在、共同研究をしております医

薬基盤・健康・栄養研究所でありますとか、東京農業大学の先生、これも薬用作物においては

第一人者でございます。そういった専門的な知識を有する方の御指導を頂きながら、今現在に

至っているという状況にございます。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 分かりました。次に、漢方薬の原料は、使用量の８割を中国に依存して、

国産は約１割にとどまっておると思います。野生資源の減少や中国国内での需要増などを背景

に、価格は上昇傾向にあると思います。新型コロナ感染拡大で世界的にマスク不足が起きたよ

うに、有事が発生すれば、どの国も自国を優先いたします。ウクライナ危機など、世界の情勢

次第では、薬用作物の調達に影響が出るおそれもあります。福岡市長の公約であります薬用作

物の振興に対して追い風が吹いているとも現状は言えると思います。 

 問題は、栽培が軌道に乗るまでの間の対応、農薬や農業機器がないこと、そしてメーカーと

の本契約ができるのかなど、クリアすべき課題があると思いますが、市としてどのような課題

があると認識し、今後どのように取り組んでいこうとしておられるのか、お伺いをいたします。 

 （市長 福岡誠志君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 福岡市長。 

            〔市長 福岡誠志君 登壇〕 

○市長（福岡誠志君） 御指摘のとおり、コロナによって、健康志向であるとか、あるいは国内に

おける漢方薬の需要の高まりが見られるところです。そして、中国産等の輸入品の高騰など、

国産と価格差も縮まっているということから、国内生産の拡大の機運が高まっているというふ

うに思っています。 

 そして、令和４年５月に成立したんですけれども、経済安全保障推進法におきましても、薬

用作物を始め、重要物資の調達が海外、特に特定国に強く依存することを避け、製品の国内回

帰であるとか国産化を推進することとなっておりまして、薬用作物の国内生産における強い追

い風となっております。そういった情報も、先般、厚労省に行ったときに情報交換をしたり、

意見交換をしたわけでありますけれども、こういった薬用作物の医薬品メーカーとの取引にお

きましては、安定的な生産の下、一定の品質や量を保つという必要があります。そのため、採

種など、栽培知識や技術の習得を図るということが大切でありますし、本市に適した栽培履歴
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やマニュアルの作成など、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所及び東京農大の指導

の下、取組を引き続き進めていきたいというふうに考えております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） やっぱりこの薬用作物については、これを指導してくれる人材育成も今

後の問題になってくると思いますので、試験栽培のときだけ指導に来てもらって、それで軌道

に乗ったから、「ほいじゃ、ありがとう」で済むんじゃなくして、その後でまた問題が出てき

ますので、並行してその辺の問題解決も取り組んでいただきたいと私は思います。 

 そして、この薬用作物を本市の産業の活性化にもつなげる取組も必要になってくるのではな

いかと思います。そういうのも、シャクヤクを使用して製造した美容液とか、トウキの葉っぱ

を練り込んだパスタですよね。三次には唐麺というのもありますが、トウキの葉を練り込んだ

パスタ、イタリアンのような料理、そしてパンの商品開発。実は、現在、よその地域でこれは

やっとることなんですが、どっちかというと地域限定でやっていますから、なかなか全国に広

がっていない。その辺を、先を見込んで、三次市としてこれを考える会とかいうものを立ち上

げていくのも今後の取組の１つとして面白いんじゃないかと思うんですが、いかがでしょうか。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 

○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） 薬用作物の生薬となる根の部分のみな

らず、葉や茎なども、料理やお茶、健康食品、化粧品などの様々な用途への活用に向けて、食

品メーカーなどと連携をするなど、薬用作物等栽培技術研究会を主体に調査研究を進めていき

たいというふうに考えております。 

 また、こうした調査研究の結果を踏まえまして、今後の事業展開としては、市内の事業所な

どと連携をした商品開発でありますとか加工品開発、そういったところにも、今後、将来的に

は取り組んでいきたいというふうに考えております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） ぜひとも三次という名前が全国に知れ渡るような新しい三次独自のよう

なものを考えていただきたい、そんな思いです。 

 それと、これを聞くのを忘れておりました。これは、２日の初日の市長の３年度決算総括説

明の中で、「東京農業大学との共同研究契約の締結、販路確保のため、日本粉末薬品株式会社

と試験栽培契約を締結するなど、取組の推進を図りました」と、これがありました。私は何か

所か市長の市政懇談会へ行かせてもらった中で、市長が日本粉末と仮契約をしたというふうな

ことを発表されておりました。私が聞き逃しとるんかどうか分かりませんけど、あのときの会
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合のときの仮契約という意味と、この決算の説明での契約を締結したという、この辺の中身を

教えていただければと思います。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 

○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） 今の試験栽培、これの契約の締結でご

ざいますけど、日本粉末薬品株式会社と、ヒロハセネガとカノコソウの栽培品目について試験

栽培を行っております。これは令和４年３月23日に締結をしております。これにつきましては、

試験の品目は先ほど申しましたヒロハセネガ、カノコソウということで、この試験栽培による

収穫物、これについては日本粉末薬品株式会社が全量を買い取るということで、その買取り価

格については、成分分析を行った上、品質を確認した上で、甲乙協議で決めていくというもの

でございます。 

 そして、これが、一定程度、栽培面積であるとか品質の確保、こういったものが十分できた

といった段階で商業栽培に移行していくということで、これが正式な契約ではないと、仮の契

約という意味で市長が言われたものというふうに思います。現在は、試験栽培、これで成果を

出していって、これが十分面積、生産者、品質、そういったところが一定程度確保された段階

で正式な売買契約を締結し、商業栽培に移行していくということでございます。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） それじゃ、まだ安心はできないというような状況だと思いますが、ここ

でまたお聞きするんですが、この薬用作物を今後栽培してやっていくために何か補助金がない

かなというふうなことで調べてみました。そしたら、農水省の中の農産局果樹・茶グループの

地域作物第３班、薬用植物担当のところですが、薬用植物についての活用可能な補助金がある

のを確認いたしました。これは、19の補助金メニューがありまして、地域によって事情が異な

るので、このうちのどれが活用できるかについては一つ一つ検討する必要がありますよと言わ

れました。そして、来年の１月から２月が新年度の補助金の申請の時期なので、それまでに補

助金の活用をどれができるか検討すべきではないかと私は思うわけですが、そして、広島県の

農業経営発展課に確認したところ、広島県ではまだ薬用作物の補助金を受けている事例はない

ということでしたが、今後、相談には乗っていきますよというのが県のほうの対応でございま

した。 

 そうした中で、やっぱり今後を考えたら、国からの補助金のことも考えていったほうがいい

のではないかと思いますが、その辺のお考えのほうはいかがでしょうか。 

 （産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中廣部長。 

            〔産業振興部長（兼）農業委員会事務局長 中廣 晋君 登壇〕 
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○産業振興部長（兼）農業委員会事務局長（中廣 晋君） 現在、試験栽培による生産技術や知識

の習得向上を図るといった段階でございます。今後、試験栽培の実証、そういったところも踏

まえ、一定の規模の生産者でありますとか品質の確保、そういった、組織的にも対応が可能と

いう、そういった見込める段階においては、国の補助事業、こういったところも活用を視野に

入れていきたいというふうには思っております。 

 ただ、補助要件というのもかなりハードルが高いというふうにも受け止めております。一定

の生産者数でありますとか面積、また、その事業の成果といったところも要件的にはあるよう

でございますので、そういった要件も十分検討しながら、まずはこの試験栽培を成功させて軌

道に乗せていく、その次の段階で補助事業も視野に入れていきたいというふうに思っておりま

す。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） ぜひともこの薬用作物を成功していただくためには、前へ進めていただ

いて、そして、部長も知っておられますように、今言いました国の補助金、19のメニューがあ

りますので、これも事前に見ながら、いつの段階でしたほうがいいかというようなことも、部

長のほうで、今の薬用作物の試験の中で頭の片隅に入れながら前へ進めていかれたほうがいい

のではないかと思います。 

 次に、大きく２番目の参議院議員選挙の総括についてお伺いをいたします。 

 今年３月議会の一般質問において、昨年の参議院議員再選挙、そして衆議院議員選挙を踏ま

えて、今年の参議院議員選挙の対応について何点か指摘をしておりますが、７月の参議院議員

選挙について、まずはどのように総括をされておるのかお伺いをいたします。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉選挙管理委員会事務局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） このたびの７月に執行した参議院

議員通常選挙の投票率でございますけども、投票率は54.58％、前回の投票率53.35％から1.23

ポイントの上昇となっております。県全体の投票率は46.79％、また、全国平均の投票率は52.05％

となっておりますが、いずれも本市の投票率のほうはこれを上回っております。また、県内の

14市の中では庄原市に次いで２番目の投票率となっております。 

 また、このたびの選挙では、令和２年度から実施しております巡回期日前投票所７か所につ

いて、継続して開設しましたほか、投票者に利便性の向上と投票率の向上をめざして、新たに

サングリーンに期日前投票所を開設したところでございます。サングリーンでの開設期間は４

日間でございましたが、期間中、1,196名の方に利用いただいております。期日前投票を利用さ

れた方は、全体で１万281人、前回と比べ1,618人の増となっておりますので、このサングリー

ンでの期日前投票所の開設が投票率の上昇にも効果があったものと考えているところです。 
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 しかしながら、先ほど言いましたように、全国、それと県内の投票率でございますけども、

いずれも前回よりも高くなっているという結果でございますので、サングリーンでの期日前投

票に加えて、有権者の方の選挙に対する関心でありますとか当日の天候といったものもこの投

票率には影響したものと考えております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） サングリーンでの期日前投票、これは後でまた質問するようにしており

ますが、やはりここができて投票率が若干上がったというような答弁だったと思います。これ

は後でまたお聞きします。 

 それでは、まず、新型コロナ感染者の特例郵便等投票についてお伺いをいたします。これも

３月議会で十分議論したと思いますが、第49回衆議院議員総選挙では、本市を含め、県内では

制度利用者はなかった、ゼロだったとの答弁でしたが、今回の参議院議員選挙ではどうだった

のかお伺いをいたします。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） 新型コロナウイルスに感染された

方の特例郵便投票でございますけども、県内の状況というのは今の段階では把握できておりま

せんけども、本市におきましては１名の方がこの特例郵便投票を活用され投票されております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 全体の把握はできていないが、１名はされたことは間違いないと。それ

が、私のところへ７月５日に電話がありました。「コロナに感染したんだ」と、「一般の投票

所には行けないんだけど、どうしたらいいだろうか。あなたは３月に一般質問しよったろう」

というようなお話がありましたので、私は「一旦選管のほうへ電話を入れて、その方法等を聞

いちゃったほうが、私が変なこと、間違ったことを言ってもいけないから」というふうに言い

ました。その選挙が済んだ後、また電話してこられまして、「なかなか分かりにくい対応だっ

た」と、「だけど、何とか投票できました」という電話をまた頂きました。そのようなことが、

実際に選管とのやり取りがあったのかどうか、お伺いをします。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） このたびの特例郵便投票の対象と

なられる方は、外出自粛要請に係る期間が選挙当日までの期間にかかると見込まれる方となっ
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ております。外出自粛要請等を確認できる書類というのを保健所のほうへ請求をしていただい

て、この特例郵便投票の請求書に添付していただくということになりますけども、もし外出自

粛要請等の書類をお持ちでない場合は、選挙管理委員会から保健所に電話で確認、本人の同意

を得た上で保健所に電話で照会し、その感染の状況を確認するといった必要があります。 

 今回、選挙管理委員会のほうにお問い合わせいただいた件、初めてということで、事務局の

ほうもスムーズに案内できなかった面もあろうかと思いますけども、この外出自粛要請の期間

を確認できる書類をお持ちでなかったということで、確認作業等にちょっと時間を頂いたとい

う実態があるというふうに聞いております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） やっぱりそちらのほうにあったんですね。私に最後に言われたのが、「最

終的には支所長が家まで来て説明をしてくれて、投票、郵送できた」というお話もありました。 

 それと、３月の前回のこの質問で、「啓発という観点で言いましたら十分でなかったという

ふうな面があったと思います」という答弁で、「さらに広報の方法を工夫する必要があったと

いうふうに認識をしております」という３月の答弁でございました。それから、７月の参議院

議員選挙までにどういうふうに工夫をされて広報されたのか。また、衆議院議員選挙の選挙後

に、県の選挙管理委員会の会議はコロナ禍で中止。現段階、３月の議会のときでは、そういっ

た会議はなかったという答弁で、制度の周知については、国や県全体での取組も必要。今後は、

県内の選管の会議等の機会を踏まえて、県・国に対して積極的に働きかけていく、市でも広報

の方法につきましては工夫をしていくということでありましたが、どのような工夫をされたの

か。今言われた特例郵便投票、把握が全部はできていないけど、１名はということを言われま

したけども、ちゃんと工夫を凝らして広報を今回やっとれば、ここまで低いのではないんじゃ

ないかと私は勝手に思うわけですが、どのようにお考えでしょうか。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） 特例郵便投票の広報についてです

けども、このたびは、７月10日、投開票を想定し、公示よりも早い段階での周知を図るために、

広報で言いますと、５月号広報に掲載をしております。また、市のホームページにも掲載をし

たところでございますけども、このときに併せて、濃厚接触者の方の投票方法についても案内

をさせていただいたところです。また、選挙期間中は、市役所ほっとニュースでは文字放送と

いったところでもこの制度の説明をさせていただきました。 

 また、広島県との連携というところでございますけども、会議ということではございません

けども、連携の中身としましては、広島県においてもこの特例郵便投票の制度を紹介させてさ

れております。その際に、各市町の請求書の様式をホームページにも掲載されております。そ
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れと、請求に係る郵便代について、これは料金受取人払ということになりますので、その料金

受取人払の様式も併せて掲載されるといったことをされております。 

 また、ＰＣＲ検査会場におかれましては、広島県の選挙管理委員会事務局において、全会場

に案内チラシを配布されるということを聞いております。また、ホテル療養中の方にも、関係

機関を通じて全員の方に案内をされるというようなことを聞いておりますので、市独自でチラ

シを配って、ＰＣＲ検査会場というのは行いませんでしたけども、それ以外の市の広報媒体を

活用した広報というところをさせていただいたところでございます。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） ３月の答弁のときも、ＰＣＲ検査会場で配布をしていただくと、市のほ

うから県のほうへお願いするというふうな話も答弁でありました。そして、保健所から感染者

へ送付されるものの中にそういったチラシを同封してもらうという答弁もあったわけですが、

この辺はどうなったんでしょうか。ここまではいっていないということですか。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） 保健所のほうからの送付というこ

とはちょっと対応ができていない、依頼はしておりませんけども、県のほうから、療養される

方へは関係書類を送付ということで聞いておりますので、対象の方にはそういった情報が届い

たものというふうに考えておるところでございます。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） じゃ、その次の、他の郵便投票についてお伺いをしたいと思います。 

 これは平成22年、29年にも質問しておりますが、要介護５の人、身体障害者手帳交付者の郵

便等投票証明書の交付を受けておられる人が現在何人おられるのか。そして、今回の参議院議

員選挙で投票された有権者は何人おられるのか、お伺いをいたします。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） 郵便等の証明書の交付を受けられ

た方ですけども、登録されていらっしゃる方は７名となっております。うち今回投票していた

だいた方は４名となっております。うち介護５の方は２名の方が投票をしていただいたという

ことになっております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 
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○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 私も何回か前から言いよるように、この分の郵便投票の仕方というのは

なかなか浸透しないということもありますので、選管のほうでももう少し広報の仕方を考えて、

前に進めていただきたいと思います。 

 それでは、次に、期日前投票の状況についてお伺いをいたします。 

 前々から提案しておりましたショッピングセンター内での期日前投票については、今回の参

議院議員選挙からサングリーンでの実施が実現したわけですが、その実施状況と今後の考え方

をお伺いいたします。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） このたびの参議院議員通常選挙に

おきまして、６月30日から７月３日日曜日までの４日間、サングリーンの１階、センターコー

トに期日前投票所を開設したところでございます。４日間の投票者数は、先ほども述べさせて

いただきましたけども、1,196人。同期間の市役所本庁で開設しております期日前投票所の投票

者数が1,002人でございましたので、これを上回る人数の方が御利用いただきました。同期間で

見ますと、市役所本庁での期日前投票所の分散ということの効果も新たな効果があったという

ふうにも考えております。 

 サングリーンで投票された方を年代別に検証してみますと、60代、70代の方がそれぞれ20％

台いらっしゃいまして、70代の方が最も高いという結果になっております。また、40代、50代

の方はそれぞれ10％台となっておりますけども、年代が若くなるにつれ、利用者のほうが低く

なるという状況になっております。また、４日間を見てみますと、やはり日曜日の利用者が最

も多く、10代、20代の利用者も、他の曜日に比べますと増えているという状況がありましたの

で、家族、友人との買物のついでにこの投票所を御利用いただいたのではないかというふうに

考えております。 

 また、利用された方の94％の方が投票所の入場券を持参されているという状況がございまし

た。このことから、サングリーンで期日前投票ができるということを知っていただいておって、

その上で利用されておるということで、市の広報も行いましたけども、サングリーン様におか

れましてもチラシでありますとか館内でのアナウンスというところを御協力いただいた、そう

いった効果もあったのではないかというふうに考えております。 

 また、投票後に行った利用者のアンケートの結果でございますけども、「便利でよかった」

「他の投票所よりも行きやすい」「次も利用したい」といった意見を多く頂いており、おおむ

ね好評の評価を頂いたものというふうに考えております。 

 先ほど言いましたように、投票所の利便性の向上だけでなく、分散といった効果もございま

したので、今後の選挙におきましても、商業施設での期日前投票所の開設というものを実施の
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方向で検討したいというふうに考えております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） サングリーンは成功だったというように聞きました。私も実際、期日前

をやっているときにサングリーンの会場に行きました。市民の皆さんの動向を見ながら、そこ

の理解しとる人からもちょっといろんな話をしたり、投票を済ませた人からも聞いたりしまし

たけど、私は初めは、入場券を持たずに、買物したついでに、ここにあるわというので投票し

てんかなと思ったら、ここで投票するんだという気持ちを持って入場券を持ってくる人がかな

りおったというふうに把握しております。投票をして買物をするんだという、私が思っていた

より逆のことで、逆にまたよかったんじゃないかなというふうに私は理解をいたしました。 

 そして、これと同じようなこと、高等学校での期日前投票の実施を私は提案したいと思いま

すが、お考えをお伺いいたします。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） 選挙権の年齢が18歳以上に引き下

げられたことから、高等学校や大学といったところで期日前投票所を開設する自治体もありま

す。これは、投票率の向上のみならず、これから選挙権を得る生徒も含めまして、選挙を身近

に感じてもらう機会にもなり、将来に向けた啓発と主権者教育を目的に実施されているものと

考えております。 

 本市におきましては、巡回期日前投票所のほか、今年におきましてはサングリーンでの期日

前投票所の開設というのを行っております。これらの今実施しておりますものの効果の検証と、

近隣でも高校での期日前投票所を開設された自治体もありますので、近隣の市町での取組とい

うものを参考にしながら、限られた予算、人員の中で、今後どのような取組ができるとよいの

か、引き続き研究をしてまいりたいというふうに考えております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） ぜひとも考えてみてください。これは考えていただくということで。 

 そして、選挙期間中に市内を走ります広報車で流す投票啓発のアナウンスに高校生を起用す

るということは考えられないものでしょうか、お伺いをします。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） 広報車のアナウンスに高校生をと



 

－119－ 

いう御提案でございますけども、こちらにつきましては、高校生対象の選挙啓発行動の一環の

１つとして考えまして、広報活動の実施主体であります三次市明るい選挙推進協議会と共にこ

ちらについては研究していきたいというふうに考えております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） これは実際にやっておる自治体もあります。ですから、ぜひとも検討を

前向きにしていただきたい。それというのも、若年層の全国的な低投票率が問題の１つとなっ

ておりますので、ぜひともこういう対応をしながら投票率の向上をめざすということも１つの

手だと思いますので、ぜひ考えていただきたいと思います。 

 それでは、次に投票率についてお伺いをいたしますが、モニター１のほうをお願いします。 

 これは３回の選挙の、去年から今年にかけての、出しとるわけですが、ここで１つ訂正を皆

さんにさせていただきます。２行目の「第49回衆議院総選挙小選挙区」というところで、日に

ちが「令和３年４月25日」になっておりますが、これは「令和３年10月31日」施行というふう

に訂正をさせてください。私のミスでございます。 

 それでは、質問に入りますが、投票率で県との比較では平均を三次市は上回っております。

広島県は、国政選挙投票率、直近10回中、都道府県別の順位が下位から10番以内に７回も入っ

ておるのが現状ですが、ちなみに昨年の衆議院選挙は52.13％の投票率で、広島県は下から４番

目の全国44位です。そして、今回の参議院選挙では46.79％の投票率で、全国で下から３番目の

45位です。三次の選挙区においては、３回の選挙で、三次23投票区、画面にも出しております

が、33投票区は、トップ３で、36投票区は、今年の参議院選挙ではトップ５には入っておりま

す。３には入っていませんけど、５には入っております。そして、ワースト３のほうにつきま

しては、毎回８投票区が入っております。12、９、17投票区など、毎回、ワースト５に入って

いるのが現状です。この現状を選管としてどのように見ておられるか。また、この現状の対応

を考えておられるかどうか、まずはお伺いをいたします。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） 投票率についてでございますけど

も、一般的に、投票者の年代が高くなるほど投票率が高くなる傾向がございます。本市におき

ましては、周辺部等の投票率は高く、市中心部の投票率が低いといった傾向がございます。市

中心部につきましては、人口移動が多いといった地域の特性もあり、投票率の地域格差という

ものを解消するのはなかなか困難であるというふうに考えておりますけども、引き続き若年層

への啓発でありますとか投票環境の向上に取り組んでいきたいと考えております。 

 今回新たに実施したサングリーンでの期日前投票所は、市中心部に在住する方の利用が最も

多く、投票環境向上の効果はあったものと分析しておりますので、こういった取組を続けるこ
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とによって市中心部の投票率向上に取り組みたいというふうに考えております。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 市中心部の投票率向上に努めたいというふうには答弁されますが、この

ワースト３の中に、見てください、ほとんど同じ投票区が入っとるんですよ。ここをどうする

かということは考えてないんですか、お聞きします。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） 特定の地域に対しての啓発といっ

たところは現在取り組んではおりませんけども、市全体の投票率を向上させるというところで、

投票環境の向上といったもの、また啓発といったところを継続して取り組んでいきたいという

ふうに考えているところでございます。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） そこの低いところをどういうふうにするかということも考えていかない

と投票率は伸びてこないと思いますが、全国的に言えるのが、選挙管理委員会の専門の職員が

いないことが挙げられております。本市においても、事務局長が兼務、職員が２名で、人事異

動もあるため、継続的に投票率の向上を考えていくのが難しいのではないかと私は思うのであ

りますが、いかがでしょうか。どういうふうにお考えですか。これは、私が今言ったことは間

違っておりますか。 

 （監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 児玉局長。 

            〔監査事務局長(兼)選挙管理委員会事務局長 児玉 隆君 登壇〕 

○監査事務局長（兼）選挙管理委員会事務局長（児玉 隆君） 投票率の向上に向けましては、合

併当時から、三次市明るい選挙推進協議会と連携した出前講座の実施でありますとか、選挙時

の広報車での啓発、街頭啓発にも取り組んできております。また、近年では、若者の投票立会

人の公募等を行って、意識啓発等にも取り組んでいるところでございます。 

 また、投票環境の向上というものが投票率にも影響するということから、巡回バス運行を実

施しておりますけども、これを見直しまして、巡回期日前投票所に切替えをしました。また、

今年度は、先ほど来述べさせていただいておりますように、新たな取組として、サングリーン

期日前投票所の開設を実施するなどしております。こちらのほうは、事務局の体制、人事異動

に関わらず、継続して啓発活動や投票環境の改善に取り組んでいるところでございます。 

 投票率の向上につきましては、これまでも、国、全国の自治体が取り組んでいるところでご
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ざいますが、なかなか特効薬のようなものが見つかっていないのが現状かというふうに思って

おります。また、投票率は、選挙の争点でありますとか、先ほども言いましたように、当日の

天候などの影響も受けるというふうに考えております。選挙管理委員会の事務局としましては、

引き続き投票環境の向上、啓発に努めていきたいというふうに考えているところでございます。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 本当に選管のほうは少人数で一生懸命やっておられるということはよく

分かります。ですけど、なかなか投票率が上がらない。啓発の仕方ということも、今後やはり

時間のあるときにスタッフで考えながら、何とか前へ進めていっていただきたい、そんな思い

でございます。 

 次に、大きい３番目の踏切における道路のバリアフリーについてお伺いをいたします。 

 中項目（１）の本市の考え方と今後の対応というところですが、今年４月、奈良県で、目の

不自由な女性が踏切内で死亡する事故がありました。道路管理者である市が、そこの事故があ

ったところ、エスコートゾーンと呼ばれる点字ブロックを踏切の中に設置いたしました。その

後、国交省は道路のバリアフリーに関する運用指針を改定し、視覚障害者が踏切の位置を把握

できるように点字ブロックを整備することを道路管理者に求める方針を決定し、今までは道路

管理者の判断に任されていましたが、改定後の指針では、点字ブロックを踏切の手前だけでな

く踏切内にも設置し、判断できるようにすることを求めるとなっており、設置の義務化は見送

られましたが、指針では、整備を「義務」「標準的」「望ましい」の３段階で分類されており

ます。そして、手前のブロックは「標準的」、踏切内は「望ましい」という位置づけにとどめ

るとありますが、本市の整備の考えをまずはお伺いいたします。 

 （建設部長 秋山和宏君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 秋山建設部長。 

            〔建設部長 秋山和宏君 登壇〕 

○建設部長（秋山和宏君） 視覚障害者の方が安全かつ円滑に歩行できるよう歩行環境を整備する

ことはとても重要であると認識をしております。踏切内の点字ブロックの敷設は全国でも例が

少なく、ガイドラインでは、今後、ブロックの形状や設置方法などについて、有識者による検

討を進めることとされています。点字ブロックについては、必要であると認められるところに

は設置を進めていくことが大切であると考えています。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） モニターで２番目の資料をお願いします。これは、誘導用ブロック等の

設置を追加という、これは国交省道路局が出しておるガイドラインですが、これは部長も見て

おられると思いますが、これが踏切の入る手前に、真ん中がこれは踏切ですよね。歩道があっ
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て、その歩道の手前、踏切へ入る手前にも点字ブロックをすると。 

 そして、３番目のこれが踏切内への表面に凹凸のついた誘導表示を設置した例でございます。

これは、ですから、踏切に入る前の手前でブロックがあって、そして、真ん中の黒い部分、こ

れが踏切内部のところであって、ここにも点字ブロックを置くという図面でございます。 

 そして、４番目の資料をお願いします。これは、踏切の手前の部分に視覚障害者誘導用ブロ

ックを設置した例であります。こういうところがまだ三次にはないと思うんですが、これが１

つの例です。 

 そして、５番目、５枚目の写真。これは十日市の中原の踏切です。これを見てもらえば分か

るように、その前の写真と比べてもらえば、全然点字ブロックがないんです。踏切に入る手前

にもないんです。そして、中にもないんです。でも、本市では芸備線と福塩線を運行していて、

踏切がたくさんありますけど、ここの中原の踏切が最も人通りも多くて車も多い、一番危ない

ところではあると思います。ここにはまず設置をしなくてはいけないんじゃないかと私は思う

わけですが、部長、どういうふうにお考えでしょうか。 

 （建設部長 秋山和宏君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 秋山部長。 

            〔建設部長 秋山和宏君 登壇〕 

○建設部長（秋山和宏君） 中原踏切については、通行者や通行車両も多い踏切であります。先ほ

ど議員も言われたとおり、踏切前後に点字ブロックの敷設がありません。また、十日市南側の

歩道が整備されていないこと、それから、鉄道事業者との協議・調整が必要なことから、現時

点では設置ができていませんが、先ほども申しましたように、必要であると認められる箇所に

は設置を進めていく必要があると考えます。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） 必要があるところは進めていくということですが、ＪＲとの協議もです

か。ただ、私が思うに、ＪＲの協議は、踏切内には協議が要ると思うんです。踏切に入る手前

の道路のところの部分は、それは、このガイドラインにもありますように、標準的となってお

ります。道路管理者だけで判断ができるのではないでしょうか。いかがでしょうか。 

 （建設部長 秋山和宏君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 秋山部長。 

            〔建設部長 秋山和宏君 登壇〕 

○建設部長（秋山和宏君） 踏切外については道路管理者による設置が可能かと思われます。そう

いった危険箇所等々、必要なところには設置を進めていくことが必要と思います。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 
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○１８番（保実 治君） やっぱり道路管理者で判断できますよね。していかないけんと思います

という答弁ですが、ぜひともこういうところを市民の安心・安全のためにも、それから障害者

のためにも、それはぜひとも早急にやってもらいたいと思いますが、早急にということは無理

でしょうか、どんなでしょうか。また最後にお聞きします。 

 （建設部長 秋山和宏君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 秋山部長。 

            〔建設部長 秋山和宏君 登壇〕 

○建設部長（秋山和宏君） 危険箇所、そういったところには本当に早急に整備が必要であると考

えますが、今の中原踏切については、すぐ整備をしますということにはなりませんけども、必

要なところには整備をしていくというふうに考えます。 

 （18番 保実 治君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 保実議員。 

            〔18番 保実 治君 登壇〕 

○１８番（保実 治君） ここは必要なところですので、ぜひとも早急にお願いをいたしまして、

私の一般質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○議長（山村惠美子君） この際、議場内の換気作業のため休憩いたします。再開は15時20分とい

たします。 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

            ――休憩 午後 ３時１１分―― 

            ――再開 午後 ３時２０分―― 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（山村惠美子君） 休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 順次質問を許します。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 清友会の重信好範でございます。議長のお許しを頂きましたので、通告に

従い一般質問をさせていただきます。執行部の皆さんにおかれましては、市行政が市民の皆さ

んの声に寄り添う姿勢がしっかり伝わる御答弁のほどよろしくお願いします。 

 質問の前に、去る８月22日から25日にかけて、横浜スタジアムにて第39回全日本少年野球軟

式大会が開催され、中国地区を代表して、本市から三和クラブＪｒ．が出場し、見事３位にな

りました。併せて、８月上旬に、通称琵琶湖カップと言われておりますが、第12回全日本少年

軟式野球クラブチーム大会では、見事に準優勝を収めました。野球を通して青少年の育成と健

全をめざしておられる監督、コーチ、そして御父兄の皆さん、そして関係者の皆さんに敬意を

表します。勝ち負けも大事かもしれませんが、日々の心と体の鍛錬を養ってほしいと思います。

そして、この監督に言わせますと、滋賀県や横浜市に出る前、感染者がたくさん全国にも蔓延
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しておりますから、行くのもためらったこと、苦しい胸の内も話してもらいました。スポーツ

のまちみよしを関西圏、関東圏にアピールしてもらったことをうれしく思いますし、元気もも

らいました。 

 それでは、質問に入ります。大項目１つ目のウクライナ支援の対応について御質問いたしま

す。 

 令和４年２月24日、ロシアがウクライナに対して軍事侵攻を開始して、半年を超える月日が

経過いたしました。岸田総理のウクライナ難民の日本への受入れ表明に伴い、本市もいち早く

ウクライナ難民の受入れ支援が行われているところでございます。また、本議会も、３月議会

では、ロシアによるウクライナ侵攻を強く非難する決議を全員一致で決議したところでござい

ます。そして、議会の一部の議員で、２か所のスーパーではありましたが、募金活動を呼びか

け、こうした経緯や、去る５月７日、きりりにおいてはチャリティコンサートも行われました。

今後、さらに戦闘は長期化するおそれもある報道もありますが、一日も早い平和が取り戻せる

日を願いたいと思っております。この項目では５点質問いたします。 

 まず、ウクライナ支援に対する庁内連携組織体制ですが、政府の要請によりウクライナから

の避難民を受け入れる場合は、迅速に対応し、支援につなげていく必要があるため、本市は庁

内連携組織体制を整えると担当課は説明しておられますが、どのような体制で支援に携わって

おられるのか、まずは御所見をお伺いします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原地域振興部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） ウクライナからの避難民の受入れに当たりましては、生活をす

る上で必要となるサービス等について、関係する部署と庁内連絡会議を開催し、情報共有を行

うとともに、連携した取組を進めています。 

 受入れの際には、住民票の登録、国民健康保険の加入、子供医療や子供手当、母子手帳の交

付などの各種手続がスムーズに行えるように支援を行いました。また、定住対策・暮らし支援

課が窓口となって、随時、生活相談を行いながら、要望に応じて、病院の診療や保健師の健康

相談、学校の受入れ、日本語学習や就労などの支援に関係部署等と連携をして取り組んできま

した。 

 さらに、６月定例会で議決いただいた補正予算によりまして、日常生活の安定を図るため、

ウクライナ避難民生活支援金の支給を開始し、経済的な支援を行っているところです。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 庁内連携については理解いたしました。 

 本市には、一家５名でウクライナから三次に避難されております。担当課は、支援策として、

市民の皆さんや地元の企業、団体等の御支援や御協力を頂きながら連携を進めて、先ほど部長
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言われましたけども、三次市ウクライナ避難民受入れに係る協力支援申出表をつくられており

ますが、近々でよいのですが、３月25日からこれまでどれくらいの御協力や御支援があったの

か、御所見をお伺いします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） ウクライナ避難民の受入れに当たって、市民や企業、団体等へ

支援の協力をお願いしたところ、７月末までに、日本語学習支援や物資の提供、就労の受入れ

など、23件の申出を頂きました。避難民の希望に応じて、紙おむつやマスクなどを提供してお

り、就労に結びついたものもあります。そのほかにも、三次国際交流協会として、現金による

支援を受け付けており、４月末に一時金としてお渡ししております。 

 また、市を通さず支援していただいている方も多数おられると伺っており、市民の皆様の御

支援、御協力に感謝しているところです。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 部長から23件の御支援があったと聞いております。それで、紙おむつ等々

のいろいろな御支援があったということを、引き続き御支援のほう、市民の皆さんに感謝した

いと思います。 

 それで、次のウクライナ難民の生活支援策等人道支援のための給付金の現状と今後の取組の

質問なんですけども、本市は、ウクライナでの人道危機対応及びウクライナからの避難民を受

け入れる周辺国とその他の国々における救援活動を支援するため、募金箱を本庁並びに各支所、

水道局に設置してあります。当初は３月17日から５月26日まででしたが、戦闘が激化するウク

ライナを支援することを継続するため、今月26日まで延長されています。しかし、ロシアによ

る侵攻は収まる気配がございません。寄附金の現状並びに募金活動の今後の取組について御所

見をお伺いします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） ウクライナ人道危機救援募金は、ウクライナでの人道危機対応

及びウクライナからの避難民を受け入れる周辺国と、その国々での救援活動を支援するために、

３月17日から、市役所本庁や各支所、水道局に募金箱を設置しており、現在、約45万円の募金

を受け付けています。募金の受付を現在９月26日までとしておりますが、募金の送付先として

おります日本赤十字社の受付期間が令和５年３月31日まで延長されましたので、今後、市の受

付期間も延長していきたいというふうに考えております。 

 また、この募金とは別に、三次市に避難された方々の生活を支援するための寄附金につきま
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しては、一般財団法人三次国際交流協会と連携をして、４月25日からの受付も開始をしており

ます。御寄附を活用して、市内に避難された方々の生活準備金の一時金も支給をしているとこ

ろです。こちらのほうが、その後の寄附も合わせまして、現在までに約22万円の寄附も頂いて

いるところです。今後の避難民の受入れも視野に入れつつ、現在避難されている方々への支援

の充実を図るために寄附金を活用させていただきたいと考えております。避難期間の長期化も

予想されることから、さらなる募金や寄附の御協力について呼びかけをしていきたいというふ

うに考えております。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 具体的な数字までお答えいただき、ありがとうございます。今は５名の方

が本市に避難されておりますけども、今後も三次市のほうへ来られる方もおられると思います

し、先ほど部長言われましたように、令和５年３月31日まで募金活動が延びることはうれしく

思っております。 

 想定される支援の内容として、日本語学習、そして市営住宅等の提供、生活相談などが考え

られまして、生活支援として、県内初ではありましたが、マスコミのニュースにも取り上げて

もらいました。避難民に対して１人当たり月３万円を給付することになりました。今後も人道

支援していくため、生活相談等の現状や課題、そして、避難民に対して新たな取組があるのか、

御所見をお伺いします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） これまでの生活相談から、避難者自身が生活資金を得るための

就労に向けて、ハローワークと連携しながら取組を進めていますが、労働時間や就労場所、日

本語理解等に課題があり、安定した就労先の確保には至っておらず、事業所等の御協力により

短時間の就労をしていただいているという状況です。 

 また、日本財団からの避難民への支援も時間を要する中、生活を支えるためには経済的支援

が必要であると考え、ウクライナ避難民生活支援金支給事業を開始したところです。今後も安

定した生活を守るための就労支援を継続するとともに、生活状況等を確認し、必要な支援を行

っていきます。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 引き続き支援のほうをお願いしたいんですけども、今こちらに来ておられ

る、新聞報道にも出ましたイリーナさん一家でございますが、７月下旬にはいとこの御自宅を

出られて、アパートへ今住んでおられます。アパートを借りて住んでおられます。生まれたば
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かりの一番下の子供さんは、来た当初ははいはいでしたけども、今は大きく成長されて自分の

足で歩かれている報道もありましたし、八次小学校に通うアレクサンドルさんは、９月からは

現地の学校の授業をオンラインするという報道も出ておりました。やっぱり母国を愛すること

は、すごく母国のことも心配されながらも、幸せな春は必ずやってくるというコメントも出し

ておられます。どうか寄り添った支援をしていかなければならないんだと思います。 

 本市の避難民の決意や支援体制は理解いたしました。市長も記者会見等で強いメッセージを

出しておられます。本市以外の県内市町と一体となって、寄り添った支援ができているのか。

避難民が生活に不安を感じないように配慮すべきと思いますが、最後に御所見をお伺いします。 

 （市長 福岡誠志君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 福岡市長。 

            〔市長 福岡誠志君 登壇〕 

○市長（福岡誠志君） 県内自治体との連携した取組でありますけれども、現在、県と、避難民へ

の取組として、ソフトバンクのスマートフォンの無償貸出しを行っておりまして、これを受入

れ市に提供されています。また、今後、県の事業によりまして、タブレットを配布し、避難民

の滞在長期化に伴う母国とのつながりの維持、そして県内に散在している避難民同士をつなぐ

支援が行われる見込みであり、連携して取り組んでいきたいというふうに思います。 

 ロシアのウクライナ侵攻が８月24日で半年となっておりますけれども、戦闘は収まらず、侵

攻の長期化というのが懸念されております。引き続き避難民への人道支援として、受入れ表明

したときから変わらぬ支援を行っていく考えであります。これまでも様々な生活の相談や、避

難民への支援の申出に対する対応などを行ってまいりましたけれども、今後も、避難民と連絡

を密にしながら、しっかりと連携を取りつつ、安心して三次市で生活していただけるよう、寄

り添った支援を行っていきたいというふうに考えています。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 今回来ておられるイリーナさんなんですけども、鵜飼を体験された姿とか、

七夕の行事に出られたとか、チャリティコンサートにも来ておられて、元気な、三次に慣れよ

う、慣れようとしている姿に頭が下がる思いでした。今も、この時間、ウクライナは罪のない

子供たちから大人までが、アパートが、学校が、そして住宅が破壊されていることを思うと胸

がいっぱいでございます。一日も早い平和を願いたいと思います。 

 それでは、大項目２つ目の質問に入ります。これもウクライナ、ロシアに関することではご

ざいますが、小学校、中学校での平和教育について御質問に入ります。 

 ロシアによるウクライナ侵攻を受けて、小・中学校で平和を考える活動が全国に広がってい

ます。ウクライナの支援にと募金活動も行われている学校もあると聞いております。ロシアに

よるウクライナの軍事侵攻をテレビ、新聞等を通してどう受け止め、どう考えなければならな

いのか、学校現場での学びが必要と考えます。 
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 まず、学校現場での、ウクライナ、ロシアへの受け止めは様々でしょうけども、教職員、児

童生徒の受け止めをお伺いします。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） ウクライナに関する報道を通しまして、戦争の悲劇に心を痛め、平和を

願う思いを強くしている児童生徒というのは多くおります。先ほど来お話もしていただいてお

りますように、ウクライナから本市に避難をして、現在、市内の小学校に在籍をしている子供

もおります。当該の学校においては、何よりも子供に寄り添って、安全・安心を第一に学校生

活を送れるように丁寧に対応しているところでございます。 

 市内の学校においては、ウクライナの状況につきましては、例えば児童に問いかけて、考え

を交流したというふうなこと、あるいはまた、ウクライナの戦場の様子の写真というふうなも

のを提示して、感じたことを交流した後に、平和な世界の実現を願いながら灯籠作りを行った

というような学校もございます。どの学校におきましても、自分自身の身に置き換えて、時に

は不安になる児童生徒というふうなものもおりますけども、その気持ちにも寄り添いながら、

思いもしっかり受け止めながら、何よりも平和を願う、そういう気持ちというふうなものに共

感をしながら関わっていくということを学校全体でも確認をしながら取組を進めているところ

でございます。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） ウクライナまたはロシアがメディアでも大きく報道はされております。ロ

シアによるウクライナ侵攻が開始され、大きく報道されているんですけども、世界中には、シ

リア、ミャンマー、アフガニスタン、イエメン、エチオピアなど、あまり日本のニュースでは

報じられていない紛争も、解決の糸口が見えてない状況も見えますことから、ロシア、ウクラ

イナを含め、一日も早い平和を願っております。 

 それでは、次に平和学習について質問に入ります。学校現場での平和学習の一環として、ロ

シアによるウクライナ侵攻問題をどのように扱っておられるのか。また、小学校低学年から中

学生には、いま一度平和について考えるきっかけになってほしいと思います。道徳等の授業で

行われているとは思うんですけども、この平和学習について、三良坂小・中学校の児童が合同

で平和学習に取り組み、千羽鶴を折ったことや、そして、８月５日の同町の平和公園に手向け

たという報道もありました。そして、全校生徒約190人が体育館に集まり、戦争についてグルー

プ討議をしたことも報道されております。そして、縦割り班で10班に分けて、上級生が下級生

に教えながら、丁寧に千羽鶴を折ったという報道も出ておりました。平和教育への本市の学校

現場での取組をお伺いします。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 
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○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） 各学校におきましては、学習指導要領の趣旨を踏まえ、そして教育の中

立性を確保しながら、国際教育でありますとか、あるいはまた、人権教育、環境教育、そうい

ったこととの関連も図り、平和を尊重する心や態度を育成するという取組を計画的に行うとい

うこととしております。多くの学校におきましては、主に今年も８月に登校日を設けておりま

すけれども、その際に、児童生徒の実態に合わせた平和学習というのを実施しておりまして、

その中でウクライナについて取り上げた学校も多くあるということを把握しております。 

 先ほども少し例を申し上げましたけれども、戦争に関する本の読み聞かせをした後に、ウク

ライナの状況でありますとか、あるいは第２次大戦などの戦争の恐ろしさについて考えを深め

る活動というのを行ったという学校や、あるいはまた、校長の講話の中で、ウクライナを例に

挙げて、戦争の悲惨さなどの話をした後に、平和のために実際に自分たちが今できることとい

うことについて考える学習活動を行ったというふうな学校は多くあるというふうに把握をして

いるところでございます。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） それぞれの学校でそれぞれの活動をされているということもよく聞きます

し、社会見学に平和公園に行って、折った千羽鶴を手向ける。学年に応じた平和学習が必要な

んだろうと思います。 

 この項目最後になりますが、今年で終戦77年目を迎えました。戦前、戦中を知る方々も年々

減ってきております。８月６日、９日、そして８月15日がどういう日なのか分からない若者も

増え続けています。小学校低学年から戦争を風化させない平和教育をしておくべきと考えます。 

 それで、アンケートも新聞の報道にもありましたけども、日本で戦争があると答えた人は48％、

ウクライナ侵攻に関心がある人は、まだ高くなりまして91％、日本が戦争をする可能性が最も

高いという形は、他国同士の戦争に巻き込まれてしまうというパーセントが約50％になります。

今、平和について、こういうウクライナの問題で、平和を考える教材はよくあると思いますの

で、本市の小学校、中学校での平和教育に対する御認識を最後にお伺いします。 

 （教育長 迫田隆範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 迫田教育長。 

            〔教育長 迫田隆範君 登壇〕 

○教育長（迫田隆範君） 議員もおっしゃっていただきましたように、戦争体験をなさった方、あ

るいは直接被爆をなさった方というふうなことの高齢化というふうなことも言われているとこ

ろでございますし、そういったことに伴いまして、原爆と戦争の記憶が風化していくというこ

とが懸念をされているということはおっしゃったとおりだというふうに捉えております。 

 そういう中で、本市においては、戦争体験の継承と平和の貴さの次世代への継承、そして、
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恒久平和の願いは大切なことであるというふうに認識をして、取組を進めております。学校教

育における平和教育におきましては、教育基本法、また学校教育法に示されている教育の根本

理念を基にして、学習指導要領にのっとって実施をいたします。教育の中立性を確保しつつ、

児童生徒の発達段階に配慮をした上で、戦争や被爆の実相に触れる取組、また、国際貢献など

の視点に立った取組など、地域や学校の実情に応じて、全ての小・中学校で平和教育を推進し

ていきます。 

 今年度も、多くの学校で、先ほど言いましたように、８月に登校日を設けたところでござい

ますけれども、何よりもそれぞれの学校、あるいはそれぞれの児童生徒の実態に配慮、応じな

がら、戦争に関する絵本の読み聞かせや、また、ビデオ鑑賞、また、被爆体験伝承者、直接話

をお聞かせいただく、そういったことや、また、地域の方から戦争体験の聞き取りといったも

のも計画的に行ってまいりますし、今後もそれぞれ趣旨にのっとって計画的に平和教育に取り

組んでまいります。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 教育長言われるように、やはり学年ごとに合った平和教育を今後も推進し

ていっていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 大項目３つ目の子供・子育て政策について質問に入ります。 

 子供政策の司令塔をめざすこども家庭庁設置関連法案がさきの国会第208回通常国会で成立い

たしましたが、国は今後、少子化、虐待、子供の貧困といった課題に一元的に取り組もうとし

ております。様々な困難を抱えている子供たちや家庭に対する諸問題を解決していくことは喫

緊の課題でございます。 

 しかしながら、国が新たな行政組織を設置しただけでは子供たちの状況改善にはならないと

思います。2023年４月、国のこども家庭庁設置によって本市の体制はどのようになるのか、変

わらないのか、まず御所見をお伺いします。 

 （子育て支援部長 松長真由美君、挙手して発言を求める） 

            〔子育て支援部長 松長真由美君 登壇〕 

○議長（山村惠美子君） 松長子育て支援部長。 

○子育て支援部長（松長真由美君） 国は、こども家庭庁設置により、少子化対策、児童虐待防止、

子供の貧困対策など、各府省庁に分かれている子供政策に関する総合調整権限を一本化させま

す。現在、こども家庭庁へ移管される法律、所掌事務等が示され、令和６年度施行の改正児童

福祉法の内容について、地方自治体への説明が行われている状況でございまして、現時点では、

本市の子育て支援体制の変更予定はありません。 

 市では、平成30年４月から、ネウボラみよしを立ち上げ、妊娠前から子育て期にわたる支援

を関係部署と連携して行っております。また、今年３月には、三次市子ども家庭総合支援拠点

を子育て支援課に開設し、全ての子供とその家庭、妊産婦を対象に、その実情を把握し、子供
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が健やかに育つよう、関係機関と連携して相談支援を行っております。この仕組みを活用して、

関係部署と一層の連携を図りながら子育て支援を行っていきたいと思います。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 部長から、そう変更はないという御答弁いただきました。当初、これは、

こども家庭庁設置というのは、もともと「こども庁」という名前がつく予定だったらしいんで

すけども、「こども家庭庁」という名前になっています。こども家庭庁を御紹介させてもらい

ますと、３つの部門から構成されています。 

 １つ目は企画立案。これは総合調整部門でございます。内容としては、データベースを整備

する部門。２つ目は成育部門。内容は、子供の性被害防止や教育・保育の策定でございます。

３つ目は支援部門として、内容としては、様々な困難を抱えている子供たち、家庭を支援する

という、３つの部門から成っております。国の政策と本市の施策との類似点や相違点を整理す

るなど、こども家庭庁創設後の本市の組織体制については具体的な検討ができているのか、つ

ながりとすみ分けの部分なんですけども、あまり変わりがないと言われたので、一応、具体的

に整理はできているのか、御所見をよろしくお願いします。 

 （子育て支援部長 松長真由美君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 松長部長。 

            〔子育て支援部長 松長真由美君 登壇〕 

○子育て支援部長（松長真由美君） こども家庭庁へ移管される法律であるとか、所管事務等は現

在示されましたけれども、具体的な支援策については、現在少しずつ示されている状況でござ

いまして、今時点で、国と市の比較といったようなことは行っておりません。また、本市の子

ども・子育てに係る支援というのは、国・県の政策に基づいて推進しているものでございます

ので、いわゆるめざす方向というのは基本的に同じであり、国がこども家庭庁を創設したから

ということで、そこに相違が生じるものとは考えておりません。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 安心しました。国がこども家庭庁発足を目の前にして、本市の子供たちに

関する施策を今後どのように推進していくおつもりなのか、御所見をお伺いします。 

 （子育て支援部長 松長真由美君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 松長部長。 

            〔子育て支援部長 松長真由美君 登壇〕 

○子育て支援部長（松長真由美君） こども家庭庁の設置によりまして、子供関連の政策が集約さ

れることから、政策によりましては、市の体制として、子育て支援部、福祉保健部、教育委員

会など複数の部署に所管がまたがるということにはなりますが、部署間で連携して推進してま
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いりたいと思います。 

 本市では、子どもの未来応援宣言を行い、その実現のため、取組基本方針を策定し、子育て、

教育部門を軸として、福祉、保健、医療、産業など、関係部局が連携して、全庁的な取組を進

めております。今後、こども家庭庁の設置を受けて行われる国の政策の動向等を注視しながら、

関係部局とより一層の連携を図りながら、子育て支援策を推進してまいります。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 庁内横断的に、教育委員会も含め、今後、本市には、ネウボラみよしとい

う他市に自慢できる部署もありますので、子育て支援もありますので、引き続きよろしくお願

いします。 

 次に、少子化対策について質問に入ります。 

 少子化は、将来の日本や本市にとっても大変深刻な問題でございます。そこに輪をかけて、

コロナ禍で、婚姻数、妊娠届出数、出産数が減少しています。その要因としては、緊急事態措

置が行われた結果、出会いの場の減少、コロナ禍で不安材料が増え、結婚、出産をためらう方々

が増加したことも考えられます。このような不安払拭なくして、市民の方が結婚、妊娠、出産、

子育てに希望を見いだせる社会をつくり出さなければならないんだと思います。 

 国は、来年度、こども家庭庁が発足しますが、三次の少子化は三次でやるんだという気構え

で、三次版こども家庭庁を設置する気構えで、本市の少子化対策なり子育て支援を展開してい

くべきと思いますが、御所見をお伺いします。 

 （子育て支援部長 松長真由美君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 松長部長。 

            〔子育て支援部長 松長真由美君 登壇〕 

○子育て支援部長（松長真由美君） 本市では、先ほども申しましたが、安心して妊娠、出産、子

育てが行えるように、ネウボラみよしで妊娠前から子育て期にわたる切れ目ない支援を行って

おります。子育ての不安や負担感の軽減を図ることが重要と考え、妊婦訪問や赤ちゃん訪問な

どのアウトリーチ型支援や各種相談事業など、子育て家庭に寄り添った支援を行っているとこ

ろです。 

 また、現在、ネウボラみよしＤＸ事業として取り組んでいる妊娠期から子育て期に係る情報

の一元化や、ＡＩを活用したリスク予測により、予防的支援を行うためのシステム構築という

のは、国の方針に先んじて取り組んでいるものでもございます。繰り返しになりますが、ネウ

ボラみよしや子ども家庭総合支援拠点といった仕組みを活用して、国の方針に対応できるよう

に、関係部署と連携を図り、子育て支援に取り組んでまいります。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 
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○８番（重信好範君） 本市のことは本市でやろうよという部長の答弁もありましたし、国の御支

援も受けなければなりません。やはり国に自慢できるようなネウボラみよしという部署もあり

ます。そこを市民の方にもう少し分かっていただいて、少子化対策と子育て政策が比例してい

くようになってほしいと願っております。 

 次の質問なんですけども、未就学児への助成について、質問に入ります。 

 本市には、健やかな子供育成と子育てに係る負担の軽減を図るため、子供医療を始めとする

様々な助成があります。他市に自慢してもいいと思います。未就学児が入院する際、食事療養

費の市独自の助成は行われておりません。難病や低所得者の方への国が自己負担額の減額制度

は設けてありますが、これは御提案なんですけども、親御さんの経済的負担を抑えるため、未

就学児が入院する際の食事療養費の助成について御所見をお伺いします。 

 （子育て支援部長 松長真由美君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 松長部長。 

            〔子育て支援部長 松長真由美君 登壇〕 

○子育て支援部長（松長真由美君） 入院時の食事療養費は、入院した場合に必要となる食事代に

ついて、その一部を医療保険が負担することで利用者の負担軽減を図る仕組みであり、所得な

どに応じて自己負担である標準負担額というのが決まっております。この標準負担額は、入院

時に限らず、在宅であっても必要となる食材費や調理費相当額という考え方であることから、

入院時の食事療養費の標準負担額に対する市独自の助成というものは考えておりません。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 考えておられないと言われたんですが、検討もしてもらえないんでしょう

か。 

 （子育て支援部長 松長真由美君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 松長部長。 

            〔子育て支援部長 松長真由美君 登壇〕 

○子育て支援部長（松長真由美君） 繰り返しになりますが、この標準負担額というのは、入院時

に限らず、在宅であっても必要となる食材費であったり、調理費相当という考え方でございま

すので、子供医療というのは、対象としては18歳までの子供を対象としております。子供医療

費の対象となる子供の経済的な負担軽減ということであれば、その場合は、対象の18歳までの

子供ということで検討する、就学前の子供に限っての制度の創設というのは適切でないとも考

えます。 

 いずれにしましても、この標準負担額は、食材費や調理費相当額という考え方でございます

ので、市としての独自の助成というのは考えておりません。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 
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            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 子供さんが入院したときに気になるのがやっぱり入院費用だと思うんです。

今、部長言われるように、他市ではそういう助成があるということも分かっていただきたいと

思います。 

 次に、保育所での安全対策について質問に入ります。 

 まず、子供たちの安全対策なんですが、本年４月、広島市西区の市立保育園で保育中の男児

が行方不明になり、その後、近くの太田川から発見、亡くなった痛ましい事故が起こりました。

この事故を受けて、県は、県内の公立・私立保育園、幼稚園、計635園の安全点検の結果を７月

28日に公表し、25.2％の165園で危険と見られる箇所が見つかりました。緊急措置、緊急で直し

たことが報道されましたが、この事故を受けて、本市の保育所での安全点検並びに保育中の安

全対策についてお伺いします。 

 （子育て支援部長 松長真由美君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 松長部長。 

            〔子育て支援部長 松長真由美君 登壇〕 

○子育て支援部長（松長真由美君） 保育所での事故防止、安全管理につきましては、保育所保育

指針に記載があるほか、特に重大事故が発生しやすい睡眠中、プール活動、水遊び中、食事中

などの対応については、教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガ

イドラインが示されております。各保育施設では、保育指針やガイドラインに従って、事故防

止と安全管理に取り組んでいるところでございます。 

 今年４月の広島市立保育園での園児死亡事案を踏まえまして、保育士及び保育係職員による

一斉点検を行いました。その結果、フェンスの間に子供が擦り抜けられる隙間があるもの、フ

ェンスの高さが低い箇所があるもの、門扉等にかぎは設置してあるけれども、園児が開閉可能

であるものなど、19施設中11施設に園児の抜け出す可能性のある危険箇所があることが分かり

ました。このうち、敷地の一部にフェンスがない保育所２所については、応急対応を行った上

で、現在、フェンス新設を進めている状況です。そのほかの危険箇所につきましては、ロープ

やネットで隙間を塞ぐ、鍵を追加するなどの対応を順次行っているところでございます。 

 併せて、保育所内で子供の安全を守るソフト面での取組としまして、危険箇所や職員の役割

分担の再確認、ヒヤリ・ハット事例の共有、子供への丁寧な声かけ、人数確認の徹底やその確

認頻度を増やすなどの対応を行っております。 

 保育所での事故などは、フェンスや設備、遊具などの物的・環境的要因、ハード面と、子供

の行動や保育士等の関わりなどの人的要因であるソフト面が合わさって発生すると考えますの

で、今後もハード・ソフト両面での事故要因を取り除くよう取り組んでまいります。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） フェンス等の危険箇所があったという部長からの報告がありました。２歳、
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３歳、４歳、自分で歩くことを覚えた子供たちは、他県でも、今、行方不明になった小さいお

子さんが、あれは自宅からなんですけども、やっぱり保育士さんの御努力もよく分かりますし、

けががあってからでは遅いので、今後とも対応をよろしくお願いします。 

 この項目最後に、保育所での子供たちが遊ぶ遊具なんですが、定期点検はされていると思い

ますが、定期点検について御所見をお伺いします。 

 （子育て支援部長 松長真由美君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 松長部長。 

            〔子育て支援部長 松長真由美君 登壇〕 

○子育て支援部長（松長真由美君） 保育所の園庭には、ブランコや滑り台などの固定遊具が設置

されております。これらの遊具については、安全点検チェックシートに基づいて保育士が月１

回の日常点検を行うほか、年１回、専門業者による点検を実施しております。専門業者による

点検では、部材の劣化状況や塗装の状況などの判定を行い、修繕等の必要性が指摘された遊具

については都度対応しております。また、子供の発達段階に合った遊具を使用する、遊具の安

全な遊び方を繰り返し伝えるなどの安全指導も行っております。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 子供たちが一番楽しんで遊ぶ遊具でございます。事故のないように、また、

目視等々で日頃から点検していただきたいと思います。 

 それでは、大項目４つ目の本市の魅力を生かした移住・定住対策について質問に入ります。 

 新型コロナウイルス感染拡大が世界的に広がりを見せ、３年余り、市民生活にも大きく影響

を与えています。日常生活も変化していますが、働き方改革などで、首都圏の企業から地方の

企業へ、そして行政へとテレワークが急速に広がり、テレワークの進展により、働き手のライ

フスタイルの選択肢が増えれば、地方にとってはチャンスと言えます。毎日のように激変する

社会情勢を踏まえて、今後、どのように移住・定住施策を展開していくお考えなのか、御所見

をお伺いします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 新型コロナウイルス感染症拡大の影響や働き方改革により、テ

レワークが急速に普及し、首都圏の企業を中心に大きく働き方が変わってきています。会社に

行かなくても自宅で働くといったスタイルを企業は積極的に取り入れ、地方進出に目を向ける

企業も増え、全国的に地方へ移住する機運が高まっています。多様な働き方が浸透しつつあり、

三次市の豊かな自然の中でも都会と変わらず仕事ができる、そういった魅力を昨年度は「農あ

る暮らし」と題したオンラインセミナーを通して紹介しました。 

 また、実際に三次市へ移住した方を移住・定住ポータルサイトで紹介し、移住者目線での三
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次の暮らしの魅力発信に努めており、ポータルサイトの閲覧数も伸びているところです。 

 引き続き、移住相談会やオンラインセミナーなどの機会を捉えて、移住者へ三次の魅力を直

接お伝えし、三次を選んでもらう情報発信にも力を入れていきたいと考えます。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 本市はやっぱり移住・定住に力を入れておられることもよく理解いたすん

ですが、先ほど部長が言われましたように、移住・定住ポータルサイト「みよしＳＴＹＬＥ ツ

ナグ」、ＳＮＳを活用されて、いろいろ「農ある暮らし」等々で働きかけておられると思って

おります。 

 やっぱり人口減少対策として、若者世代が来ていただかないと人口は増えないんだろうと思

います。どのように捉えて、また、施策はどのようにされているのか、併せて御所見をお伺い

します。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 人口減少対策として若者世帯の移住は重要であり、本市が行っ

た地域人材育成派遣事業による地域分析においても、特に20代から30代前半の女性の市外流出

が課題として指摘をされ、対策を講じているところです。女性の視点を意識して、若者や女性

をターゲットに、魅力的なライフスタイルなどを発信する移住・定住ポータルサイトを立ち上

げるとともに、フェイスブックやインスタグラムなどのＳＮＳを使って、若年層に向けた情報

提供を行っています。また、女性の多様な選択やチャレンジを支援し、女性の働くことを応援

する拠点として、女性活躍推進プラットフォーム「アシスタｌａｂ．」を開設し、女性の起業・

就業の機運醸成と支援も行っています。 

 引き続き、子育て世代には、三次市の子育て環境や教育の情報など、三次暮らしについて関

心を持ってもらえる情報を発信していきたいと思います。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 本市にはやっぱり女性の移住で起業される方も増えてきております。移住

する最大の決め手は、やっぱりすぐ住める家があることだと思います。高知県梼原町では、移

住促進のために住環境整備に力を入れており、空き家を改修してすぐ住める家を多数用意した

結果、６年間で187名もの移住があったと聞いております。本市においても多数の空き家が点在

していますが、それらの空き家を行政主導で整備することで有効活用できないものでしょうか。

移住促進につなげていくこともできるんだと思うんですけども、空き家の今後の利活用につい

てお伺いします。 
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 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 現在運用しております空き家情報バンク制度では、空き家の所

有者と空き家を利用したい人をマッチングして空き家の活用を図り、移住・定住につなげてい

るところです。 

 空き家の改修は、基本的には所有者である個人が行うものであると考えます。改修費の負担

が大きいのであれば、値段を下げて販売することも考えられます。空き家を利用したい人は、

安く購入することができ、市の空き家バンク改修補助金で改修費用の補助を受けることができ

ます。現在の空き家情報バンク制度の運用の中でマッチングを図りながら、空き家の活用を進

めていきたいというふうに考えております。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 空き家バンクの相談件数は、令和元年度と比べて、令和３年度、2.5倍に相

談件数が増えたという市長からの御報告もありました。相談件数が増えるだけではなくて、本

市に住んでいただくような施策も考えなければならないんだと思うので、引き続きよろしくお

願いします。 

 次に、市営住宅の利活用について質問に入ります。 

 本市には63か所の市営住宅がありますが、全て満室に至っている状況ではありません。Ｕタ

ーン・Ｉターンで、三和町など、市営住宅へ入居しても、所得が増え、入居基準を超えること

もあり、他の地域に住まざる得ない方もおられます。せっかく地域に溶け込んだのに、これで

は残念です。所得基準を緩和するとか、市営住宅を定住用の住宅に切り替えるなど、引き続き

その地域に住めることができないのか、御所見をお伺いします。 

 （総務部長 細美 健君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 細美総務部長。 

            〔総務部長 細美 健君 登壇〕 

○総務部長（細美 健君） 市営住宅には、公営住宅ですとか特定公共賃貸住宅などと言いますけ

ども、公営住宅法などの法律によって入居資格が定められている住宅と、それから、そうでは

ない定住促進住宅などの、この２種類がございます。本市が多く管理しております住宅は公営

住宅になりますけれども、こちらにつきましては、本来、住宅に困窮されておられる低所得者

の方などに対しての、低廉な家賃、安い家賃で供給する、いわゆるセーフティーネットの役割

を果たしておる住宅でございます。そして、この諸条件、入居の条件等々は、公営住宅法のほ

うで定められておるという仕組みになってございます。この公営住宅法のほか、中堅所得者世

帯などに対応するための住宅ですとか、所得の上限のない定住促進住宅、定住住宅、こうした

ものがあるということでございます。 
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 さて、公営住宅につきましては、先ほども申し上げましたように、法律によりまして所得基

準を定められておりますので、残念ながら、市独自で所得基準を緩和するという対応ができな

いものでございます。また、入居後に所得基準を超えられた方につきましても同様に、法の定

めによりまして、ここは最終的には明渡義務が発生するというような、そうした法の定めにな

っておるものでございます。 

 しかしながら、そうした場合、公営住宅を退去していただかなければならない場合、先ほど

言いましたような、その地域にございます、同じ町内、同じ地域にあります特定公共賃貸住宅、

多少、所得制限が緩くございます。もしくは所得制限のない定住促進住宅、こうしたものへの

移転、引っ越し、こういうものをできるだけ行っていただければというふうに考えておるもの

でございます。 

 また、公営住宅を定住用の住宅等に用途変更するということになりますと、先ほど冒頭申し

上げましたセーフティーネットとしての公営住宅の目的が果たされなくなるということがござ

いまして、現時点で用途変更というのは難しいというふうに考えておりますけれども、公営住

宅の募集につきまして、各地域で必ず１戸ぐらいは、最低１戸は確保できるように、地域をき

ちんと分けて募集を行っておりますので、こうした形での各地域での需要へ対応していきたい

というふうに考えておるものでございます。 

 また、先ほどのように、その地域から出ていかなければならない場合についても、先ほど答

弁にもありました空き家バンク、こうしたものも活用いただきながら、引き続きその地域へ住

んでいただく方法、こういうものも検討してまいりたいというふうに思います。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 法律にのっとって、確かにそれも大事だと思いますし、市民の皆さんによ

り丁寧に説明してあげてほしいんですね。よろしくお願いします。 

 この項目最後に、移住コーディネーターについての質問に入ります。 

 ６月議会で同僚議員より移住・定住の御質問がありました。その中で、部長より移住コーデ

ィネーターのことに若干触れていただきました。本日はコーディネーターについて御質問させ

ていただくんですけども、部長言われるように、相談体制の強化でコーディネーターを配置し

たんだという御答弁もありました。いま一度、２年前に人員配置されました移住コーディネー

ターですが、設置目的について御所見をお伺いします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 移住コーディネーターは、本市への移住・定住を積極的に促す

ため、移住を検討している方、移住する方、そして移住した方に対して、受入れ環境の整備と

して、空き家情報バンク制度の促進、移住者等への適切な情報提供、相談対応等の支援を行う
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ということを目的に令和３年度から設置をしたものです。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 設置目的については理解いたしました。本市も移住者は、徐々にではある

んですが、増えてきております。移住コーディネーターさんのいろいろな御努力や、また説明

力があったと、いろいろと聞いております。ただ、今現在、１人で活動されており、役割と課

題について課題があるんじゃなかろうかと思うんですが、部長の御所見をお伺いします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 移住コーディネーターの具体的な役割としては、市への移住前

後の相談やサポート対応、空き家情報バンク制度の促進や移住に関する情報発信等であり、こ

れらの活動を通して本市への移住・定住を促進しています。 

 成果としましては、移住コーディネーターを配置したことで、より丁寧な物件案内や移住相

談を受けることができ、空き家を探されている方から昨年度は637件の相談があり、44件の現地

案内を行い、本市の移住・定住の促進に貢献をしています。 

 現在、空き家バンク物件の立会をはじめ、集落支援員と連携しながら、現場での業務にも当

たっていますが、さらに地域全体における移住希望者の受入れやつながりをどのように構築し

ていくかということが課題であるというふうに認識をしています。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 637件の相談、また44件の受入れという御報告がありました。先ほど部長言

われましたように、各地区には集落支援員さんがおられまして、その方々との移住コーディネ

ーターさんとの関係性や連携性、そして、本市には集落支援員さんがいない地域もあります。

その地域はどうなっているのか、御所見をお伺いします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 移住コーディネーターと集落支援員は、空き家の情報や移住者

の相談に関して、情報の共有や現地案内など、連携が不可欠です。空き家の登録や見学の際に

は、その地域の集落支援員と一緒に立ち会い、地域の実情などは集落支援員が説明をしていま

す。 

 また、その地域の移住者に対しては、集落支援員が中心になり、地域になじむための声かけ

や相談などに応じ、定住につながるように支援をしています。集落支援員が不在の地域につい
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ては、定住対策・暮らし支援課の職員が同行し、移住者の対応に当たっております。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 移住コーディネーターさんとも電話でいろいろ、本来なら会うべきだった

んですが、諸事情で会うことができず、電話でいろいろ話をしました。集落支援員さんがいな

い地域、やっぱりコーディネーターさんもそれを心配しておられたんです。各19自治連さんと

はいろいろ密になって頑張っておられるのが伝わってきました。 

 しかしながら、移住コーディネーターのお仕事内容が市民に周知不足でございまして、ホー

ムページには御説明されているんですが、市民周知をまだまだすれば宣伝効果があると思いま

すが、御所見をお伺いします。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 移住コーディネーターについては、これまでも、学校への出前

講座等を行い、その活動を紹介していますが、もっと多くの市民に知っていただきたいという

ふうにも考えております。 

 今後は、機会を捉えて、広報紙やケーブルテレビなどを通して、移住コーディネーターの活

動や取組についてお伝えをしていきたいと思います。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） これは、宣伝効果という、ケーブルビジョンに出演するとか、市民周知に

アピールしていけば、コーディネーターさんもまだまだその仕事が増えて、いろいろと相談件

数が増えるのではなかろうかと私も確信しておりますし、今現在、１人体制で頑張っておられ

ます。この方も移住でありまして、海外生活も豊富で、ツアーコンダクターもされており、そ

して４か国語もしゃべれますし、いろいろと優秀な方と聞いております。しかしながら、市内

全域を１人でカバーするのは難しいと考えますが、コーディネーターの増員の御計画はないで

しょうか。 

 （地域振興部長 中原みどり君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 中原部長。 

            〔地域振興部長 中原みどり君 登壇〕 

○地域振興部長（中原みどり君） 現在、移住コーディネーターは１名ですが、精力的に活動して

いただいており、三次市の移住の相談窓口として大きな役割を担っていただいております。 

 移住者への対応は、先ほども申しましたように、移住コーディネーターを中心に、各地域の

集落支援員や支所職員とも連携を取りながら対応を行っており、現在のところ、増員について
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は予定をしておりません。 

 （８番 重信好範君、挙手して発言を求める） 

○議長（山村惠美子君） 重信議員。 

            〔８番 重信好範君 登壇〕 

○８番（重信好範君） 増員の計画がないということで、残念ではあるんですけども、いろいろ、

市民周知を、先ほど言いましたように、テレビ出演とかを考えながら、この人がおらなければ

三次の移住・定住はどうにかなるよというような人なので、私も個人的には応援しております

し、決してコーディネーターさんを批判するつもりでこの質問を選んだわけでございませんの

で、そこは御理解ください。 

 ちょっと時間は余りますが、これで私の一般質問を終わります。御清聴ありがとうございま

した。 

○議長（山村惠美子君） 本日の一般質問はこれまでとし、残りの質問は明日行いたいと思います。 

 お諮りいたします。 

 本日の会議はこれまでとし、延会したいと思います。これに御異議ありませんか。 

            （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（山村惠美子君） 御異議なしと認めます。 

 よって、本日はこれで延会することに決定しました。 

 視聴者の皆様、傍聴の皆様にお知らせいたします。 

 明日も会議は９時30分に開会する予定としておりますが、台風11号の影響により、開会時間

が変更となる場合がございます。その際には市のホームページ等でお知らせしますので、御確

認をお願いいたします。 

 本日は大変御苦労さまでした。 

          ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

            ――延会 午後 ４時２３分―― 
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